
第２回 三重県飲酒運転防止に関する条例検討会 事項書 

 

平成 24 年 11 月 14 日（水）14:00～ 

301 委員会室 

 

１ 飲酒運転の現状等に関する執行部からの説明について 

２ 他県の飲酒運転防止条例について 

３ その他 
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警察本部資料 

資料１－１ 他県の飲酒運転防止条例について 

資料１－２ 他県の飲酒運転防止条例集 

資料１－３ 他県の飲酒運転防止条例項目比較表 

資料２   各国の飲酒運転に関する状況 

資料３   三重県飲酒運転防止に関する条例検討会の経過及

び予定表（案） 
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他 県 の 飲 酒 運 転 防 止 条 例 集 
 

 

 

頁 県 条例 

P2 大分県 
大分県飲酒運転根絶に関する条例 

(平成 19 年 7 月 31 大分県条例第 36 号) 

施行日:平成 19 年 7月 31 日 

P4 宮城県 
宮城県飲酒運転根絶に関する条例 
(平成 19 年 10 月 12日宮城県条例第 86号) 

施行日:平成 20 年 1月 1 日 

P10 山形県 
山形県飲酒運転をしない､させない､許さない条例 

(平成 20 年 3 月 21 日山形県条例第 16号) 

施行日:平成 20 年 3月 21 日 

P14 沖縄県 
沖縄県飲酒運転根絶条例 

(平成 21 年 9 月 29 日沖縄県条例第 38号) 

施行日:平成 21 年 10月 1 日 

P18 福岡県 
福岡県飲酒運転撲滅運動の推進に関する条例 

(平成 24 年 3 月 2 日福岡県条例第 1号) 

施行日:平成 24 年 4月 1 日,平成 24 年 9 月 21日 

 

 

資料１－２ 
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◎大分県飲酒運転根絶に関する条例 

平成十九年七月三十一日大分県条例第三十六号（※議員提出条例） 

 

（目的） 

第一条 この条例は、飲酒運転根絶のための措置を講じ、県、県民及び事業者が一体

となって、飲酒運転根絶の活動を推進することにより、飲酒運転のない安全で安心

して暮らすことができる県民生活の実現を図ることを目的とする。 

（定義） 

第二条 この条例において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

一 自動車等 道路交通法（昭和三十五年法律第百五号）第二条第一項第九号に規

定する自動車、同項第十号に規定する原動機付自転車及び同項第十一号の二に規

定する自転車をいう。 

二 飲酒運転 酒気を帯びて自動車等を運転する行為をいう。 

三 事業者 県内で事業を営む個人、法人その他の団体をいう。 

（県の責務） 

第三条 県は、飲酒運転根絶に関する知識の普及及び意識の高揚その他飲酒運転根絶

に関する総合的な施策を実施する責務を有する。 

２ 県は、前項の施策を推進するため、次の各号の事項を定めた基本方針を策定する

ものとする。 

一 飲酒運転根絶に関する県民及び事業者への啓発及び意識の高揚に関する事項 

二 飲酒運転を防止する社会環境の整備に関する事項 

三 その他飲酒運転根絶に関して必要な事項 

３ 県は、県民及び事業者等と連携して施策を推進するための体制を整備するととも

に、飲酒運転根絶に向けた効果的な活動を実施するものとする。 

４ 県は、市町村に対して、必要に応じて施策への協力を要請するものとする。 

（県民の責務） 

第四条 県民は、県が実施する飲酒運転根絶に関する施策への協力に努めるものとす

る。 

２ 県民は、飲酒による危険な運転行為を発見したときは、警察官への通報などの措

置を講ずるよう努めるものとする。 

（事業者の責務） 

第五条 事業者は、事業に使用する自動車等の運行に当たり、飲酒運転根絶に関し必
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要な措置を講ずるとともに、安全運行の確保に努めるものとする。 

２ 事業者は、従業員に対し、飲酒運転防止のための教育及び指導を行うとともに、

その他の必要な措置を講ずるものとする。 

３ 酒類を提供する飲食店を営む者及び酒類の製造又は販売を業とする者は、店内に

飲酒運転の防止を呼びかける文書を掲示する等飲酒運転を防止するために必要な

措置を講ずるよう努めるものとする。 

（飲酒運転の防止に関する相談等） 

第六条 県は、飲酒運転の防止に関する相談及び飲酒運転に起因する交通事故の被害

者等の相談に適切に対応するとともに、必要な措置を講ずるものとする。 

（情報提供） 

第七条 県及び公安委員会は、県民及び事業者等に対し、飲酒運転防止に関する情報

の提供を行うものとする。 

（飲酒運転根絶県民運動の日） 

第八条 飲酒運転根絶県民運動の日は、毎月二十日とし、県は、市町村、県民及び事

業者等と連携し、飲酒運転根絶を図るために必要な施策を推進するものとする。 

（表彰） 

第九条 県は、飲酒運転根絶の取組に関し顕著な功労があったものを表彰するものと

する。 

（委任） 

第十条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で

定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 



 

 4 

◎宮城県飲酒運転根絶に関する条例 

平成十九年十月十九日宮城県条例第八十六号（※議員提出条例） 

 

私たちの生活は、「車社会」の進展とともに、利便性が向上し、経済的にも豊かさ

を増したが、一方で、被害者、加害者ともに大きな犠牲を払う悲惨な交通事故、中で

も一人一人の取組によって防止できるはずの飲酒運転による交通事故は依然として

後を絶たない状況にある。 

このような中、平成十七年五月二十二日には、飲酒運転により、学校行事に参加中

の高校生の尊い命が奪われる交通死傷事故が発生し、県民に大きな衝撃と深い悲しみ

をもたらした。 

飲酒運転の根絶は、県民すべての願いである。 

車を運転する者は、飲酒運転が引き起こす事故の重大性、一瞬にして人命を奪う車

の危険性を十分に認識し、最大限の注意を払って安全運転を実践しなければならない。

また、車を運転しない者も、家族や友人を加害者とさせないよう、飲酒運転をさせな

い環境を地域社会とともにつくり上げる必要がある。 

よって、私たちは、県、市町村、県民等が一体となり、「飲酒運転は犯罪」との意

識のもと、「飲酒運転をしない・させない」という強い意志を持ち、飲酒運転の根絶

に向けて取り組むことを決意し、この条例を制定する。 

（目的） 

第一条 この条例は、飲酒運転を根絶するために必要な措置を講ずることにより、県、

市町村及び県民等（県民、事業者等及び事業者団体をいう。以下同じ。）が一体と

なって飲酒運転の根絶のための活動を推進し、もって安全で平穏な県民生活の実現

に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

一 飲酒運転 アルコールの摂取量にかかわらず、酒気を帯びた者が自動車を運転

する行為をいう。 

二 自動車等 道路交通法（昭和三十五年法律第百五号。以下「法」という。）第

二条第一項第九号に規定する自動車及び同項第十号に規定する原動機付自転車

をいう。 

三 事業者等 法人その他の団体及び個人で県内で事業等を行うものをいう。 

四 事業者団体 事業者等としての共通の利益を増進することを主たる目的とす
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る二以上の事業者等で構成された法人その他の団体をいう。 

（県の責務） 

第三条 県は、飲酒運転の根絶に関する総合的な施策を策定し、及び実施する責務を

有する。 

２ 県は、前項の施策の推進に当たっては市町村との連携に努めるとともに、市町村

がその地域の実情に応じた飲酒運転の根絶に関する施策を実施するために必要な

協力及び支援を行うよう努めるものとする。 

３ 県は、市町村及び県民等と連携して第一項の施策を推進するための体制を整備す

るものとする。 

（県民の責務） 

第四条 県民は、飲酒運転の根絶のためには、県民一人一人の自覚が重要であること

を認識するとともに、その日常生活において、次に掲げる事項を実践しなければな

らない。 

一 飲酒運転をしないこと。 

二 飲酒運転をさせないこと。 

三 酒気を帯びた者が運転する自動車等に同乗しないこと。 

２ 県民は、県及び市町村が実施する飲酒運転の根絶に関する施策に協力するよう努

めるものとする。 

３ 県民は、飲酒運転をしている者又は飲酒運転をしている疑いのある者を発見した

場合には、その旨を警察官に通報する等状況に応じた適切な措置を講ずるよう努め

るものとする。 

（事業者等及び事業者団体の責務） 

第五条 事業者等及び事業者団体は、その事業の用に供する自動車等の運行に当たり、

運転者が酒気を帯びていないことを確認する等飲酒運転を防止するために必要な

措置を講ずるよう努めるものとする。 

２ 事業者等及び事業者団体は、その従業員に対し、飲酒運転の根絶に関する教育、

指導その他必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

３ 事業者団体は、その団体を構成する事業者等に対し、飲酒運転の根絶に関する啓

発その他必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

４ 事業者等及び事業者団体は、県及び市町村が実施する飲酒運転の根絶に関する施

策に協力するよう努めるものとする。 

（飲食店営業者等の責務） 

第六条 飲食店営業者等（営業の形態にかかわらず、設備を設け酒類を提供して飲食
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させる営業を行う者及びその業務に従事する者をいう。以下同じ。）は、飲酒運転

をすることとなるおそれがある者に対し、酒類を提供してはならない。 

２ 飲食店営業者等は、酒気を帯びた客が自動車等を運転することとなるおそれがあ

るときは、これを防止するために必要な措置を講じなければならない。 

３ 飲食店営業者等は、客の見やすい場所に飲食運転の防止を呼びかける文書等を掲

示する等飲食運転を防止するために必要な措置を講ずるよう努めなければならな

い。 

（駐車場所有者等の責務） 

第七条 駐車場（駐車場法（昭和三十二年法律第百六号）第二条第一号に規定する路

上駐車場及び同条第二号に規定する路外駐車場をいう。以下同じ。）を所有し、又

は管理する者は、駐車場の利用者の見やすい場所に飲酒運転の防止を呼びかける文

書等を掲示する等飲酒運転を防止するために必要な措置を講ずるよう努めるもの

とする。 

（基本方針） 

第八条 県は、第三条第一項の飲酒運転の根絶に関する総合的な施策を推進するため

の基本方針（以下「基本方針」という。）を策定するものとする。 

２ 基本方針には、次の各号に掲げる事項を定めるものとする。 

一 飲酒運転の根絶に関する知識の普及及び意識の高揚に関する事項 

二 第十五条第一項に規定する飲酒運転根絶重点区域の指定及び同条第五項に規

定する活動の実施に関する事項 

三 その他飲酒運転の根絶に関して必要な事項 

３ 県は、基本方針を策定し、又は変更したときは、これを公表しなければならない。 

（飲酒運転の根絶に関する知識の普及等） 

第九条 県は、飲酒運転の根絶に関する知識の普及及び県民等の意識の高揚を図るた

め、飲酒運転の根絶に関する教育の推進、広報活動の充実その他必要な措置を講ず

るものとする。 

（飲酒運転の再発防止のための指導等） 

第十条 県は、飲酒運転をした者に対し、飲酒運転の再発防止のための指導、教育そ

の他必要な措置を講ずるものとする。 

２ 県は、飲酒運転をした者の家族等からの相談に対して、飲酒運転の再発防止のた

めの助言その他必要な措置を講ずるものとする。 

（情報提供） 

第十一条 公安委員会は、飲酒運転の根絶のための市町村の施策及び事業者等又は事
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業者団体の活動を促進するため、市町村長及び事業者等又は事業者団体に対して、

次の各号に掲げる情報（特定の個人が識別される情報を除く。）を提供することが

できる。 

一 市町村長に対しては、法第百十七条の二第一号又は第百十七条の二の二第一号

に該当した住民の一定区域ごとの数その他飲酒運転根絶のための施策の実施に

必要な情報 

二 事業者等に対しては、勤務時間中であるか否かにかかわらず法第百十七条の二

第一号又は第百十七条の二の二第一号に該当した従業員の数 

三 事業者団体に対しては、当該事業者団体を構成する事業者等の従業員であって、

勤務時間中であるか否かにかかわらず法第百十七条の二第一号又は第百十七条

の二の二第一号に該当したものの総数 

２ 前項の規定による情報の提供における具体的な区域、時期及び方法については、

公安委員会規則で定める。 

（飲酒運転根絶の日等） 

第十二条 県民等が飲酒運転の根絶について関心と理解を深めるとともに、飲酒運転

の根絶に関する活動を促進するため、飲酒運転根絶の日及び飲酒運転根絶運動の日

を設ける。 

２ 飲酒運転根絶の日は、五月二十二日とし、県、市町村及び県民等が一体となって、

飲酒運転の根絶についての関心と理解を深める取組を行うものとする。 

３ 飲酒運転根絶運動の日は、毎月二十二日とし、県、市町村及び県民等が一体とな

って、飲酒運転の根絶のための取組を行うものとする。 

（飲酒運転根絶活動推進委員等） 

第十三条 公安委員会は、飲酒運転の根絶について県民等の関心と理解を深める活動

を推進するため、飲酒運転根絶活動推進委員を委嘱することができる。 

２ 飲酒運転根絶活動推進委員は、公安委員会が定める区域ごとに、地域飲酒運転根

絶活動推進委員協議会を組織するものとする。 

（被害者等に対する相談支援体制の充実） 

第十四条 県は、飲酒運転による交通事故の被害者、その家族等からの相談に適切に

対応するため、相談支援体制の充実を図るものとする。 

（飲酒運転根絶重点区域等） 

第十五条 知事は、公安委員会と協議して、飲酒運転の発生状況に照らし、飲酒運転

の根絶に重点的に取り組む必要があると認める区域を、飲酒運転根絶重点区域（以

下「重点区域」という。）として指定することができる。 



 

 8 

２ 知事は、前項の規定により重点区域を指定しようとするときは、当該区域を管轄

する市町村長の意見を聴かなければならない。 

３ 知事は、第一項の規定により重点区域を指定したときは、公表するとともに、前

項の市町村長に通知しなければならない。 

４ 前二項の規定は、重点区域の指定の変更又は指定の取消について準用する。 

５ 県は、重点区域において、当該区域を管轄する市町村及び県民等と連携を図りな

がら協力し、飲酒運転の根絶のための巡回、啓発活動その他飲酒運転の根絶のため

の効果的な活動を実施するものとする。 

（表彰） 

第十六条 知事は、飲酒運転の根絶に関して特に功績があると認められる県民等に対

し、表彰を行うことができる。 

（委任） 

第十七条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、公安

委員会規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成二十年一月一日から施行する。 

（情報提供に関する規定の適用） 

２ 第十一条第一項の規定（法第百十七条の二第一号又は第百十七条の二の二第一号

に該当した者に係る情報の提供の部分に限る。）は、この条例の施行の日以後に法

第百十七条の二第一号又は第百十七条の二の二第一号に該当した者に関する情報

の提供から適用する。 
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◎山形県飲酒運転をしない、させない、許さない条例 

平成二十年三月二十一日山形県条例第十六号（※議員提出条例） 

 

（目的） 

第１条 この条例は、飲酒運転を撲滅するため、県民の意識の高揚を図り、県、県民

及び事業者が一体となった取組を推進することにより、飲酒運転のない安全で安心

な県民生活の実現に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

（１） 飲酒運転 酒気を帯びた者が道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第

２条第１項第９号に規定する自動車、同項第１０号に規定する原動機付自転

車及び同項第１１号に規定する自転車等の軽車両（以下「自動車等」という。）

を運転する行為をいう。 

（２） 事業者 県内で事業を営む個人及び法人その他の団体をいう。 

（県の責務） 

第３条 県は、飲酒運転を撲滅するための施策を総合的かつ体系的に推進する責務を

有する。 

（公職にある者の率先垂範） 

第４条 公職にある者（公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第３条に規定する

者をいう。）及びこれに準ずる者は、自らの行動を厳しく律し、県民に範を示すべ

き立場を深く自覚し、飲酒運転をしない、させない、許さないという強固な決意を

もって、飲酒運転の撲滅に率先して取り組むものとする。 

（県民の役割） 

第５条 県民は、飲酒運転が運転者の正常な判断を誤らせ、重大事故の原因となるも

のであることを自覚し、日頃から一人ひとりが飲酒運転をしない、させないという

強い意思をもって、家庭や地域において飲酒運転の撲滅に自主的に取り組むものと

する。 

２ 県民は、県及び市町村の飲酒運転の撲滅のための取組に協力するよう努めるもの

とする。 

（事業者の役割） 

第６条 事業者は、日頃から飲酒運転をしない、させない、許さないことを徹底し、

従業員等に対し、飲酒運転の撲滅のための教育、指導その他必要な措置を講ずるよ
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う努めるものとする。 

２ 事業者は、県及び市町村の飲酒運転の撲滅のための取組に協力するよう努めるも

のとする。 

（行政の役割） 

第７条 県は、県民及び事業者の飲酒運転の撲滅に向けた主体的な活動を促進すると

ともに、飲酒運転の撲滅のための施策の推進に当たって、関係団体及び市町村と十

分な連携を図るものとする。 

２ 市町村は、住民に最も身近な地方公共団体として、家庭や地域における飲酒運転

の撲滅のための取組を一層促進するとともに、当該市町村区域内の実情に応じた飲

酒運転の撲滅のための施策を実施するよう努めるものとする。 

（情報の提供等） 

第８条 県は、飲酒運転の検挙者数及び事故件数、県民及び事業者の取組の状況その

他の飲酒運転の撲滅のための情報を積極的に提供するとともに、県民及び事業者が

自覚を持って飲酒運転の撲滅に取り組めるよう、飲酒運転の撲滅のための普及啓発

活動その他必要な措置を講ずるものとする。 

（特定の事業者の努力義務） 

第９条 旅客自動車運送事業を経営する者、貨物自動車運送事業を経営する者その他

の自動車等を運行することを主たる事業とする事業者は、その事業の用に供する自

動車等の運行に当たり、運転者が酒気を帯びていないことを確認するよう努めるも

のとする。 

２ 酒類を提供する飲食店を営む者、酒類販売業者その他の酒類を取り扱う者及び駐

車場法（昭和３２年法律第１０６号）第２条第２号に規定する路外駐車場で有料の

ものを所有し、又は管理する者は、利用者に見えやすい場所に飲酒運転の撲滅を呼

びかける文書等を掲示する等、飲酒運転の撲滅のために必要な措置を講ずるよう努

めるものとする。 

３ タクシー事業者、自動車運転代行業者その他の飲酒運転を防止する手段となり得

る事業を営む者は、飲酒運転の撲滅に向け、自らの事業の活用促進のための広報活

動の充実などに努めるものとする。 

（再発防止） 

第１０条 県は、飲酒運転の再発防止のための指導、教育その他必要な措置を講ずる

ものとする。 

（被害者等の支援体制） 

第１１条 県は、飲酒運転による交通事故の被害者、その家族等からの相談に応じる



 

 12 

など適切に対応するものとする。 

２ 県は、飲酒運転による交通事故の被害者、その家族等に対して援助を行う団体の

活動が促進されるよう、情報の提供等に十分配慮するものとする。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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◎沖縄県飲酒運転根絶条例 

平成二十一年九月二十九日条例第三十八号（※議員提出条例） 

 

（目的） 

第１条 この条例は、飲酒運転を根絶するために必要な措置を講ずることにより、県

及び県民等（県民、事業者等及び事業者団体をいう。以下同じ。）が一体となって

飲酒運転の根絶を図り、もって飲酒運転のない安全で安心な県民生活を実現するこ

とを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

（１） 県民 県内に居住する者及び滞在する者すべてをいう。 

（２） 事業者等 法人その他の団体及び個人で県内において運輸業、建設業、交通

安全協会、町内会、駐車場その他の事業を行うものをいう。 

（３） 事業者団体 事業者等としての共通の利益を増進することを主たる目的とす

る２以上の事業者等で構成された法人その他の団体をいう。 

（４） 自動車等 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第２条第１項第９号に

規定する自動車、同項第１０号に規定する原動機付自転車及び同項第１１号の

２に規定する自転車をいう。 

（５） 飲酒運転 酒気を帯びて自動車等を運転する行為をいう。 

（県の責務） 

第３条 県は、交通安全対策基本法（昭和４５年法律第１１０号）第４条の規定に基

づき策定し、及び実施する飲酒運転の根絶に関する総合的な施策の推進に当たって

は、市町村との連携に努めるとともに、市町村がその地域の実情に応じた飲酒運転

の根絶に関する施策を実施するために必要な協力及び支援を行うよう努めるもの

とする。 

（公職にある者の率先垂範） 

第４条 公職にある者（公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第３条に規定する

者及び地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２条に規定する沖縄県職員を

いう。）は、自らの行動を厳しく律し、県民に範を示すべき立場を深く自覚し、飲

酒運転をしない、させない、許さないという強固な決意をもって、飲酒運転の根絶

に率先して取り組むものとする。 

（県民の責務） 
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第５条 県民は、飲酒が自動車等の正常な運転に影響を及ぼし、重大な交通事故の原

因となることを自覚し、日頃から一人一人が飲酒運転をしない、させない、許さな

いという強い意志を持って、家庭や地域、職場の日常生活及び活動において飲酒運

転を根絶するための取組に努めるものとする。 

２ 県民は、県又は事業者等若しくは事業者団体が実施する飲酒運転の根絶に関する

施策又は取組に協力するよう努めるものとする。 

３ 県民は、飲酒運転をしている者又は飲酒運転をすることになるおそれのある者に

対し、飲酒運転をしないよう声かけをするなど状況に応じた適切な対応を講ずるよ

う努めるものとする。 

（事業者等及び事業者団体の責務） 

第６条 事業者等及び事業者団体は、その事業の用に供する自動車等の運行に当たり、

運転者が酒気を帯びていないことを確認するなど飲酒運転を防止するために必要

な措置を講ずるよう努めるものとする。 

２ 事業者等及び事業者団体は、その従業員に対し、飲酒運転の根絶に関する教育、

指導その他必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

３ 事業者団体は、その団体を構成する事業者等に対し、飲酒運転の根絶に関する啓

発その他必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

４ 事業者等及び事業者団体は、県が実施する飲酒運転の根絶に関する施策又は取組

に協力するよう努めるものとする。 

（飲食店営業者等の責務） 

第７条 飲食店営業者等（営業の形態にかかわらず、設備を設け酒類を提供して飲食

させる営業を行う者及びその業務に従事する者をいう。以下同じ。）は、県又は事

業者等若しくは事業者団体が実施する飲酒運転の根絶に関する施策又は取組に協

力するよう努めるものとする。 

２ 飲食店営業者等は、酒気を帯びた客が自動車等を運転することになるおそれがあ

るときは、飲酒運転をしないよう声かけをするなど状況に応じた適切な対応を講ず

るよう努めるものとする。 

３ 飲食店営業者等は、客の見やすい場所に飲酒運転の防止を呼びかける文書等を掲

示するなど飲酒運転を防止するために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（駐車場所有者等の責務） 

第８条 駐車場（駐車場法（昭和３２年法律第１０６号）第２条第１号に規定する路

上駐車場及び同条第２号に規定する路外駐車場をいう。以下同じ。）を所有し、及

び管理する者は、駐車場の利用者の見やすい場所に飲酒運転の防止を呼びかける文
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書等を掲示するなど飲酒運転を防止するために必要な措置を講ずるよう努めるも

のとする。 

（基本方針） 

第９条 県は、第３条の飲酒運転の根絶に関する総合的な施策を推進するための基本

方針（以下「基本方針」という。）を策定するものとする。 

２ 県は、基本方針を策定し、又は変更したときは、これを公表しなければならない。 

（飲酒運転の根絶に関する知識の普及等） 

第１０条 県は、基本方針に基づき、飲酒運転の根絶に関する知識の普及及び県民等

の意識の高揚を図るため、飲酒運転の根絶に関する教育の推進、広報活動の充実そ

の他必要な措置を講ずるものとする。 

（飲酒運転の再発防止のための指導等） 

第１１条 沖縄県公安委員会（以下「公安委員会」という。）は、基本方針に基づき、

飲酒運転の再発防止のため、飲酒運転をした者に対し、指導、教育、指導書の交付

その他必要な措置を講ずるものとする。 

２ 公安委員会は、基本方針に基づき、飲酒運転をした者が酒類を提供する飲食店で

飲酒後の飲酒運転であったことが判明した場合には、飲酒運転をした者が再度飲酒

運転を行わないようにするため、当該酒類を提供した飲食店営業者等に対して、指

導書の交付その他必要な指導を行うものとする。 

３ 前２項の指導、教育、その他必要な措置については、公安委員会規則で定めるも

のとする。 

（飲酒運転の再発防止のための措置） 

第１２条 県は、基本方針に基づき、飲酒運転をした者及びその家族等からの相談に

対して、飲酒運転の再発防止のための助言その他必要な措置を講ずるものとする。 

（情報提供） 

第１３条 公安委員会は、基本方針に基づき、飲酒運転の根絶のための市町村の施策

及び事業者等又は事業者団体による自主的な活動を促進するため、次の各号に掲げ

る飲酒運転に関する情報を市町村の区域別に作成し、インターネットの利用その他

の適切な方法により、公表することができる。 

（１） 飲酒運転による交通事故の発生件数（３か月ごとの発生件数をいう。） 

（２） 飲酒運転違反者の人数（３か月ごとの違反者数をいう。） 

２ 公安委員会は、前項の規定により公表した情報に関し、市町村又は事業者等若し

くは事業者団体から、提供するよう求めがあったときは、前項各号に掲げる情報を

これらのものに提供することができる。 
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（飲酒運転の根絶運動の日） 

第１４条 県は、基本方針に基づき、飲酒運転の根絶運動の日を毎月１日と定め、県

民等と連携し、飲酒運転の根絶のための必要な施策を推進するものとする。 

（体制の整備） 

第１５条 県は、基本方針に基づき、飲酒運転の根絶について県民等の関心と理解を

深める活動を推進するための体制を整備するものとする。 

（取組状況の公表） 

第１６条 県は、基本方針に基づき、飲酒運転の根絶に関する施策の取組状況、効果

等について、インターネットの利用その他の方法により公表するものとする。 

（委任） 

第１７条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、知事

及び公安委員会規則で定める。 

附 則 

この条例は、平成２１年１０月１日から施行する。 
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○福岡県飲酒運転撲滅運動の推進に関する条例 

平成二十四年三月二日福岡県条例第一号（※議員提出条例） 

 

目次 

前文 

第一章 総則（第一条―第三条） 

第二章 行政及び地域社会の責務（第四条―第六条） 

第三章 県民の責務等（第七条―第十二条） 

第四章 県の機関、事業者等の責務（第十三条―第十七条） 

第五章 特定事業者の責務（第十八条―第二十五条） 

第六章 飲酒運転撲滅のための措置（第二十六条―第三十三条） 

第七章 雑則（第三十四条―第三十六条） 

第八章 罰則（第三十七条） 

附則 

 

本県では、平成十八年八月、飲酒運転により幼い三人の命が突然奪われるという悲

惨な事故が発生し、県民は、飲酒運転のおそろしさに大きな衝撃を受け、飲酒運転は

絶対に許さないと決意したところである。しかしながら、その後、法令による厳罰化

が進み、取締りの努力が続けられているにもかかわらず、平成二十三年二月の男子高

校生二人をはじめ犠牲者が続き、今もなお、飲酒運転事故が後を絶たない状況にある。 

また、飲酒運転による検挙者の半数が再犯者と推定されていることから、残念なが

ら常習的に飲酒運転を繰り返す県民の存在を否定できず、現行法令により道路交通の

現場において行われる取締りだけでは、現状を打破することは困難である。 

このような憂慮すべき状況の背景には、飲酒運転の危険性と結果の重大性に対する

社会的な認識の甘さがあることを指摘する声があり、まず、常習者の徹底的な自己啓

発と県民意識、社会風土の改革が急がれるところである。しかし、一方で、飲酒運転

による検挙者の中には、アルコール依存症が疑われる方も多数存在することが判明し

ており、このような疾病の場合には、啓発は功を奏しないとされている。 

したがって、飲酒運転の撲滅のためには、取締りの強化だけではなく、まず、検挙

者ひとりひとりの特性に応じた適切な予防措置を講じ、二度と飲酒運転を繰り返させ

ないことが重要である。また、飲食店等において、運転者に飲酒をさせないための取

組を進めることも不可欠である。 

もはや、私たちは、県民の生命と安全が日々脅かされている事態をこのまま看過す
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ることはできない。 

よって、ここに、県民が飲酒運転に至る経緯を見据えた適切な対策を講じるととも

に、飲酒運転撲滅のための施策を総合的かつ計画的に推進することにより、飲酒運転

のない、県民が安心して暮らせる社会を実現するため、この条例を制定する。 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この条例は、県、市町村、関係機関及び団体が連携し、県民と一丸となって

飲酒運転撲滅運動を推進するため必要な事項を定めることにより、飲酒運転は絶対

しない、させない、許さないという県民意識及び社会風土を定着させ、もって県民

の生命と安全を守ることを目的とする。 

（定義） 

第二条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

一 県職員 県の執行機関及び議会（以下「県の機関」という。）の事務を補助す

る職員で、地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号）第三条第二項に規

定する一般職に属する職員をいう。 

二 管理監督者 県職員のうち、部下の職員を管理監督する地位にある職員で、係

長又は係長相当職以上の職にある者をいう。 

三 車両 道路交通法（昭和三十五年法律第百五号）第二条第一項第九号に規定す

る自動車、同項第十号に規定する原動機付自転車及び同項第十一号の二に規定す

る自転車をいう。 

四 飲酒運転 酒気を帯びて車両を運転する行為をいう。 

五 事業者 県内で事業を営む個人又は法人その他の団体をいう。 

六 飲食店営業者 営業の形態にかかわらず、店舗その他の設備（以下「飲食店等」

という。）において酒類を提供して飲食させる営業（以下「飲食店営業」という。）

を行う者（当該飲食店等の責任者を含む。）をいう。 

七 飲食店営業者等 飲食店営業者及び当該飲食店営業に従事する者をいう。 

八 酒類販売業者 酒税法（昭和二十八年法律第六号）第九条第一項に規定する販

売業免許を受けて酒類を販売する者をいう。 

九 駐車場所有者等 駐車場法（昭和三十二年法律第百六号）第二条第一号に規定

する路上駐車場及び同条第二号に規定する路外駐車場（以下「駐車場」と総称す

る。）を所有又は管理する者をいう。 
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十 特定事業者 飲食店営業者、酒類販売業者及び駐車場所有者等をいう。 

（平二四条例二・一部改正） 

（率先垂範） 

第三条 知事、県議会議員その他福岡県の特別職に属する者及び県職員は、自らの行

動を厳しく律し、県民に範を示すべき立場を深く自覚するとともに、飲酒運転は絶

対しない、させない、許さないという固い決意をもって、飲酒運転の撲滅に率先し

て取り組むものとする。 

２ 前項の規定に反し飲酒運転を行った者は、その行為が飲酒運転撲滅に向けた県民

の努力及び本県の名誉を著しく毀損するものであることを自覚し、本県への信頼を

回復するよう適切に行動するものとする。 

第二章 行政及び地域社会の責務 

（県の責務） 

第四条 県は、市町村、交通行政に関わる国の機関又は事業者、医療機関、教育関係

者、特定事業者の団体その他飲酒運転の撲滅に取り組む諸団体との連携の下に、飲

酒運転の撲滅に向けた施策を総合的に実施するとともに、必要な措置を講じるもの

とする。 

２ 県は、市町村、特定非営利活動法人、地域の住民団体等による飲酒運転撲滅のた

めの取組に対し、必要に応じ、専門家の派遣、研修の実施、情報の提供その他の方

法により協力及び支援を行うものとする。 

（市町村の責務） 

第五条 市町村は、県とともに、住民の生命と安全の確保について重大な責務を負う

ものであることを踏まえ、自主的に飲酒運転の撲滅に取り組み、かつ、県の施策に

協力するよう努めるものとする。 

２ 市町村は、当該市町村の住民による飲酒運転撲滅の取組に対し、必要な支援を行

うよう努めるものとする。 

（法令上の権限行使に係る配慮） 

第六条 知事及び公安委員会は、所管する法令上の権限でこの条例の規定に基づく措

置、取組等に関連するものを行使するに当たっては、関係者に対し、この条例の趣

旨及び当該措置、取組等に関する説明を行い、協力を要請するなど、当該法令に反

しない範囲で、この条例の目的達成に資する措置を併せて講じるよう配慮するもの

とする。 

第三章 県民の責務等 

（県民の責務） 
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第七条 車両の運転を行う県民は、飲酒が車両の正常な運転を妨げ、重大な事故の原

因となるものであることを自覚し、日常生活において次の事項を厳守しなければな

らない。 

一 車両を運転する必要があり、又は必要となることが見込まれるときは、飲酒し

ないこと。 

二 アルコールが身体に及ぼす影響について正しく理解するように努め、飲酒した

ときは、その影響がなくなるまで、いかなる理由があっても車両を運転しないこ

と。 

三 アルコール依存症であるとき又は常習飲酒、大量飲酒等の不適切な飲酒行動

（以下「問題飲酒行動」という。）があるときは、飲酒運転を防止するため、治

療又は問題飲酒行動の是正に努めること。 

２ 県民は、飲酒運転はしない、させない、許さないことが県民共通の願いであり、

責務であることを自覚し、家族又は知人が飲酒運転を行うおそれがあると認めたと

きは、これを阻止するため、声かけ、確認、注意等、所要の措置を講じるよう努め

るものとする。 

３ 県民は、家族又は知人が飲酒運転を現に行おうとし、又は行ったときは、事故を

防止するため、警察官に通報又は相談するよう努めるものとする。 

（受診義務等） 

第八条 前条第一項第二号の規定に反して飲酒運転を行い、道路交通法第百十七条の

二第一号又は同法第百十七条の二の二第一号に規定する状態にあることが認めら

れた者（以下「違反者」という。）は、知事が指定する医療機関においてアルコー

ル依存症に関する診断を受けるよう努めるものとする。 

２ 知事は、前項の違反者に対し、指定する医療機関に関する事項、第七条第一項の

規定の趣旨の理解に資する事項その他必要と認める事項を記載した書面を送付す

るものとする。 

３ 第一項の違反者が規則で定める期間内に再び違反者となったときは、次のいずれ

かに該当する場合を除き、知事が指定する医療機関においてアルコール依存症に関

する診断を受け、その結果を報告しなければならない。 

一 第一項の規定に基づき受診した医療機関の診断書（規則で定める期間内のもの

に限る。）を提出したとき。 

二 既にアルコール依存症であることが判明しているとき。 

三 その他規則で定めるとき。 

４ 前項の報告は、受診した医療機関を通じて行うことができる。 
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５ 知事は、規則で定めるところにより、第三項の規定に従い受診及び報告を行うべ

き旨と受診の期限を違反者に通知するものとする。この場合において当該違反者は、

正当な理由があるときに限り、期限の変更を申し出ることができる。 

６ 知事は、前項の通知を受けた違反者が、正当な理由がなく同項の期限までに受診

しないときは、期限を定めて受診を命ずることができる。 

（治療義務） 

第九条 前条第三項又は第六項の規定による受診の結果アルコール依存症と診断さ

れた違反者（前条第三項第一号に規定する診断書においてアルコール依存症と診断

された者及び同項第二号に該当する者を含む。）は、将来にわたり再び車両を運転

することがない場合を除き、知事が指示するところにより専門病院において治療を

受け、その状況を報告しなければならない。 

２ 知事は、前項の違反者がアルコール依存症の治療を受けず、又は治療を継続しな

いときは、必要な治療を受けるよう勧告することができる。 

（平二四条例二・一部改正） 

（飲酒行動是正等の取組義務） 

第十条 第八条第三項の規定に該当することとなった違反者のうち、前条第一項の規

定に該当する違反者以外の者は、受診した医師の意見等を勘案し、知事が推奨する

飲酒行動是正プログラム又は飲酒運転撲滅のための啓発的社会活動等のプログラ

ム（以下「啓発プログラム」という。）のいずれかに参加しなければならない。 

（知事及び公安委員会の相互協力） 

第十一条 公安委員会は、知事が第八条から前条までの規定に基づく事務を遂行する

上で必要となる違反者情報の提供その他の協力を行うものとし、知事は、当該事務

の遂行状況に関する情報を公安委員会に提供するものとする。 

２ 前項に規定するもののほか、知事及び公安委員会は、この条例の規定に基づく措

置の実施に関し緊密な連携を保ち、相互に協力するものとする。 

（違反者の家族等の責務） 

第十二条 違反者が、第八条から第十条までの規定により受診し、若しくは治療し、

又は飲酒行動是正プログラムに参加する場合において、その家族は、違反者の受診、

治療又は飲酒行動の是正を促し、支援することにより、その目的達成に協力するよ

う努めるものとする。 

２ 違反者が第十条の規定により啓発プログラムに参加する場合には、知事は、啓発

の効果をより高めるため、違反者の家族も共に参加できるよう配慮するものとする。 

第四章 県の機関、事業者等の責務 
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（県の機関の責務） 

第十三条 県の機関は、その事務の用に供する車両の運行に当たり、運転者が酒気を

帯びていないことを確認する等、県職員が業務上飲酒運転を行うことを防止するた

めに必要な措置を講じるものとする。 

２ 県の機関は、県職員及び公立学校の教員に対し、飲酒運転の撲滅に関する研修、

指導その他の必要な措置を講ずるものとする。 

（県職員の厳正な処分） 

第十四条 県職員が飲酒運転を行ったときは、知事その他の任命権者（以下単に「任

命権者」という。）は、行為の態様及び悪質性等に応じ、懲戒免職処分を含めて厳

正に対処しなければならない。 

（県の管理監督者の責任） 

第十五条 管理監督者は、職場から飲酒運転を行う職員を絶対に出さないとの決意の

下、任命権者が別に定めるところにより、職場における飲酒運転撲滅対策に徹底し

て取り組むものとする。 

２ 前条の規定により飲酒運転を行った県職員を処分する場合において、当該職員の

管理監督者が前項の取組を著しく怠ったときは、任命権者は、併せてその管理監督

上の責任も問うものとする。 

（事業者の責務等） 

第十六条 事業者は、県の機関に準じて第十三条に定める措置を講じるよう努めると

ともに、県及び市町村が実施する飲酒運転撲滅のための取組に協力するよう努める

ものとする。 

２ 公安委員会は、違反者の飲酒運転が通勤又は通学の途上であったときは、違反者

の通勤先又は通学先である事業者にその旨を通知することができる。 

３ 前項の通知を受けた事業者は、当該違反者が再び飲酒運転をすることがないよう、

第十三条に定める措置に準じた措置を講じなければならない。 

（飲酒運転撲滅宣言企業） 

第十七条 事業者は、飲酒運転の撲滅を宣言し、次に掲げる事項を記載した飲酒運転

撲滅推進計画の策定等、この条例の趣旨に則した取組を行うよう努めるものとする。 

一 管理体制に関する事項 

二 社内処分に関する事項 

三 従業員等に対する啓発、飲酒に係る検診等に関する事項 

四 その他必要な事項 

２ 知事は、前項の宣言を行った事業者（以下「飲酒運転撲滅宣言企業」という。）
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がその旨を届け出たときは、登録簿に登載するとともに、当該登録簿を常に公にし

ておくものとする。 

３ 飲酒運転撲滅宣言企業は、飲酒運転撲滅推進計画を策定したときは、その実施に

努めるものとする。 

４ 知事は、県が発注する請負、委託、物品の納入又は役務の提供に関する契約の相

手方で、その業務上車両を利用する者に対し、前三項の規定の趣旨を説明するとと

もに、飲酒運転撲滅推進計画の策定に関し必要な情報の提供等に努めるものとする。 

第五章 特定事業者の責務 

（飲食店営業者等の責務） 

第十八条 飲食店営業者は、県、市町村等が提供する飲酒運転撲滅に関する立て看板、

ステッカー、ポスター等（以下「啓発文書」という。）を各飲食店等の来店者によ

く見える場所に掲示するとともに、当該飲食店等では車両を運転する者には酒類を

提供しない旨を全ての来店者に見える方法で表示するよう努めるものとする。 

２ 駐車場を設置する飲食店等において、飲食店営業者等は、車両利用の来店者の飲

酒運転を防止するため、次の各号に規定する措置を講じるよう努めるものとする。 

一 酒類の提供を求める来店者に車両利用の有無を確認すること。 

二 前号の来店者が車両利用であったときは、次の例により対応すること。 

イ 来店者が単独の場合には運転代行の利用その他帰宅の方法の申告を求め、申

告がないときは酒類を提供しないこと。 

ロ 来店者が複数人の場合には帰宅時の運転者の申告を求め、申告がないときは

全員に対し、申告されたときは申告された当該運転者に対して酒類を提供しな

いこと。 

三 飲酒した来店者が退店するときは、前号の措置で申告された方法が履行される

ことの確認、自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律（平成十三年法律第

五十七号）第二条第二項に規定する自動車運転代行業者（以下「運転代行業者」

という。）の紹介等の方法により、飲酒した来店者が車両を運転することを防止

すること。 

四 設置した駐車場については、第二十三条の規定の例により管理すること。 

（飲酒運転防止措置の指示等） 

第十九条 公安委員会は、違反者が飲酒した飲食店等が判明したときは、公安委員会

規則で定めるところにより、当該飲食店等の飲食店営業者に対しその旨を通知する

ものとする。 

２ 公安委員会は、前項の規定による通知を受けた飲食店営業者が、当該飲食店等に
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おける営業に関し公安委員会規則で定める基準に該当すると認めるときは、当該飲

食店営業者に対し、飲酒運転を防止するために講じるべき措置を指示することがで

きる。 

３ 前項の指示は、書面（以下「指示書」という。）をもって行うものとする。 

（指示違反に対する措置） 

第二十条 公安委員会は、前条第二項の規定により飲酒運転防止に関する措置の実施

を指示された飲食店等営業者が、当該措置を実施していないと認めるときは、公安

委員会規則で定めるところにより、その旨を公表するとともに、期間を定めて前条

第三項の指示書の掲示を命ずることができる。 

２ 前項の規定により指示書の掲示を命じられた飲食店等営業者は、当該指示書を、

定められた期間、来店者によく見える場所に掲示しなければならない。 

（飲酒運転撲滅宣言の店） 

第二十一条 飲食店営業者は、経営する飲食店等において第十八条第二項の規定の例

による措置を講じることにより飲酒運転の撲滅に取り組む旨の宣言を行うよう努

めるものとする。 

２ 知事は、飲食店営業者が前項の宣言を記載した書面を提出したときは当該飲食店

を飲酒運転撲滅宣言登録簿に登載するとともに、当該登録簿を常に公にしておくも

のとする。 

３ 飲食店営業者は、飲酒運転撲滅宣言の店において、前項の書面に記載した事項を

遵守しなければならない。 

（酒類販売業者等の責務） 

第二十二条 酒類販売業者及びその店舗等の責任者は、来店者又は利用者によく見え

る場所に啓発文書を掲示するよう努めるものとする。 

（駐車場所有者等の責務） 

第二十三条 駐車場所有者等は、全ての利用者からよく見える場所に啓発文書を掲示

するよう努めるものとする。 

２ 車両の出入りを管理する従業員を置く駐車場の駐車場所有者等は、当該従業員に、

飲酒の疑いがある利用者には飲酒の有無を確認し、飲酒していることが明らかな利

用者には運転代行業者の利用を勧めるなど、利用者の飲酒運転を阻止するため、所

要の措置を講じるよう努めさせるものとする。 

（通報義務） 

第二十四条 特定事業者及びその業務に従事する者並びにタクシー業務適正化特別

措置法（昭和四十五年法律第七十五号）第二条第四項に規定するタクシー事業者又
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は運転代行業者が行う業務に従事する者は、来店者、利用者等が飲酒運転をするお

それがあると認めるときは、これを制止し、飲酒運転を現認したときは警察官に通

報しなければならない。 

（立入り調査等） 

第二十五条 公安委員会は、第十九条第二項の規定に基づく指示又は第二十条第一項

の規定に基づく掲示命令に関し必要があると認めるときは、警察職員に、当該飲食

店等に立ち入り、関係者に対し、説明若しくは資料の提出を求め、又は質問させる

ことができる。 

２ 前項の規定により立ち入る場合、当該警察職員は、その身分を示す証明書を携帯

し、かつ、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

３ 前二項の規定は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

４ 公安委員会は、飲食店営業者等が第一項の立入等を拒否するときは、その旨を公

表することができる。 

第六章 飲酒運転撲滅のための措置 

（飲酒運転撲滅連絡会議の設置等） 

第二十六条 県は、知事が別に定めるところにより、県の執行機関、市町村、特定事

業者の団体等、この条例の規定に基づく措置、取組等に関係する機関又は団体に属

する者で構成される飲酒運転撲滅連絡会議（以下「連絡会議」という。）を設置す

る。 

２ 連絡会議は、飲酒運転撲滅推進総合計画を策定し、その実施に関し必要な協議及

び調整を行うものとする。 

３ アルコール依存症及び問題飲酒行動に関する対策を推進するため、知事は、アル

コール依存症等の治療に実績を有する専門病院を飲酒運転撲滅対策医療センター

（以下「対策医療センター」という。）に指定するものとする。 

４ 対策医療センターは、連絡会議に参加するとともに、職域、地域、医療機関、行

政機関、アルコール依存症等に係る自助グループ（同じ困難を有する者が自発的に

参加し、相互支援及び扶助を行う集団をいう。）等との間において、アルコール依

存症及び問題飲酒行動に該当する者をその治療又は是正に関する各種のプログラ

ムに誘導するための連携体制を構築するものとする。 

（飲酒運転撲滅推進総合計画） 

第二十七条 前条第二項に規定する飲酒運転撲滅推進総合計画には、この条例に別に

定めるもののほか、次の各号に掲げる事項を定めるものとする。 

一 連絡会議の構成及び連携体制に関する事項 
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二 対策医療センター等に関する事項 

三 第九条第一項の規定による治療に関するプログラム、飲酒行動是正プログラム、

啓発プログラムその他飲酒運転撲滅に関する知識の普及、教育、啓発等に関する

事項 

四 その他飲酒運転の撲滅に関する事項 

２ 知事は、前項の計画が策定され、又は変更されたときは、これを公表するものと

する。 

（飲酒運転撲滅活動アドバイザーの派遣） 

第二十八条 県は、飲酒運転撲滅活動に関する知識又は経験を有する者を飲酒運転撲

滅活動アドバイザーとして登録し、飲酒運転撲滅に取り組む市町村、地域団体、事

業者、特定事業者等の求めに応じ派遣するものとする。 

（飲酒運転撲滅活動推進員） 

第二十九条 県は、飲酒運転撲滅推進総合計画の実行体制を充実させるため、飲酒運

転撲滅活動推進員を委嘱し、同計画に定める諸活動に従事させることができる。 

（情報提供） 

第三十条 公安委員会は、連絡会議の構成員の求めに応じ、飲酒運転の検挙者数、事

故件数及びこれらの地域又は職域ごとの内訳等、飲酒運転撲滅のための施策に関し

必要な情報を積極的に提供するよう努めるものとする。 

（飲酒運転防止教育） 

第三十一条 この条例の趣旨を将来にわたって県民に定着させるため、小学校、中学

校、高等学校、大学等の教育機関においては、児童、生徒、学生等の年齢、生活環

境等を踏まえ、飲酒運転の防止に関する教育及び次の各号に掲げる教育を実施する

ものとする。 

一 小学校及び中学校にあっては、命の大切さ及び規範意識の育成に関する教育 

二 高等学校にあっては、各種免許を取得できる年齢に達すること等を踏まえ、交

通社会の一員としての責任ある行動及び飲酒運転撲滅活動に関する教育 

三 大学等にあっては、前号に規定する教育及び適切な飲酒行動、メンタルヘルス

等に関する教育 

２ 前項第一号及び第二号の教育を実施するに当たっては、できる限り保護者にも参

加を求めるものとする。 

（表彰） 

第三十二条 知事は、飲酒運転撲滅活動に関して特に優れた取組を行い、又は特に顕

著な功績があったものを表彰することができる。 
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（飲酒運転撲滅の日及び撲滅週間） 

第三十三条 県は、飲酒運転撲滅運動の推進について県民の関心と理解を深めるため

に飲酒運転撲滅の日及び撲滅週間を設け、飲酒運転撲滅推進総合計画に定めるとこ

ろにより、その趣旨にふさわしい取組を実施するものとする。 

第七章 雑則 

（被害者等の支援等） 

第三十四条 県は、飲酒運転による交通事故の被害者及びその家族等（以下「被害者

等」という。）からの相談に適切に対応するため、窓口の設置その他の支援体制を

整備するものとする。 

２ 県は、飲酒運転の撲滅のための取組及び措置に被害者等が参加できるよう配慮す

るとともに、被害者等に対して支援を行う団体の活動が促進されるよう、必要な情

報の提供に努めるものとする。 

（意見の聴取） 

第三十五条 任命権者が第十四条及び第十五条第二項の規定により県職員を処分す

るときは、任命権者が別に定めるところにより、あらかじめ、処分の相手方に意見

を述べる機会を与えなければならない。 

２ 公安委員会が第二十条第一項の規定に基づき指示違反の事実を公表するとき、又

は第二十五条第四項の規定に基づき立入等の拒否の事実を公表するときは、あらか

じめ、対象となる飲食店営業者に意見を述べる機会を与えなければならない。 

（規則への委任） 

第三十六条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、知

事、公安委員会又は教育委員会の規則で定める。 

第八章 罰則 

（過料） 

第三十七条 第八条第六項の規定による命令に違反し、アルコール依存症に関する受

診を行わない者は、五万円以下の過料に処する。 

２ 第二十条第一項の規定による掲示命令に違反した飲食店営業者は、五万円以下の

過料に処する。 

附 則 

（施行日） 

１ この条例は、平成二十四年四月一日から施行する。ただし、第八条から第十二条

まで、第十六条第二項及び第三項、第十九条、第二十条、第二十五条、第二十八条、

第三十五条第二項並びに第三十七条の規定は、公布の日から起算して七月を超えな
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い範囲内において規則で定める日から施行する。 

（平二四条例二・一部改正） 

（平成二四年規則第二七号で平成二四年九月二一日から施行） 

（この条例の見直し） 

２ この条例は、その運用状況、実施効果等を勘案し、第一条の目的達成状況を評価

した上で、この条例の施行後三年以内に見直しを行うものとする。 

附 則（平成二四年条例第二号） 

この条例は、平成二十四年四月一日から施行する。 
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【前文】 

宮城県 福岡県 

私たちの生活は、「車社会」の進展とともに、利便性が

向上し、経済的にも豊かさを増したが、一方で、被害者、

加害者ともに大きな犠牲を払う悲惨な交通事故、中でも一

人一人の取組によって防止できるはずの飲酒運転による

交通事故は依然として後を絶たない状況にある。 

このような中、平成十七年五月二十二日には、飲酒運転

により、学校行事に参加中の高校生の尊い命が奪われる交

通死傷事故が発生し、県民に大きな衝撃と深い悲しみをも

たらした。 

飲酒運転の根絶は、県民すべての願いである。 

車を運転する者は、飲酒運転が引き起こす事故の重大

性、一瞬にして人命を奪う車の危険性を十分に認識し、最

大限の注意を払って安全運転を実践しなければならない。

また、車を運転しない者も、家族や友人を加害者とさせな

いよう、飲酒運転をさせない環境を地域社会とともにつく

り上げる必要がある。 

よって、私たちは、県、市町村、県民等が一体となり、

「飲酒運転は犯罪」との意識のもと、「飲酒運転をしない・

させない」という強い意志を持ち、飲酒運転の根絶に向け

て取り組むことを決意し、この条例を制定する。 

本県では、平成十八年八月、飲酒運転により幼い三人の命が突然奪われるという

悲惨な事故が発生し、県民は、飲酒運転のおそろしさに大きな衝撃を受け、飲酒運

転は絶対に許さないと決意したところである。しかしながら、その後、法令による

厳罰化が進み、取締りの努力が続けられているにもかかわらず、平成二十三年二月

の男子高校生二人をはじめ犠牲者が続き、今もなお、飲酒運転事故が後を絶たない

状況にある。 

また、飲酒運転による検挙者の半数が再犯者と推定されていることから、残念な

がら常習的に飲酒運転を繰り返す県民の存在を否定できず、現行法令により道路交

通の現場において行われる取締りだけでは、現状を打破することは困難である。 

このような憂慮すべき状況の背景には、飲酒運転の危険性と結果の重大性に対す

る社会的な認識の甘さがあることを指摘する声があり、まず、常習者の徹底的な自

己啓発と県民意識、社会風土の改革が急がれるところである。しかし、一方で、飲

酒運転による検挙者の中には、アルコール依存症が疑われる方も多数存在すること

が判明しており、このような疾病の場合には、啓発は功を奏しないとされている。 

したがって、飲酒運転の撲滅のためには、取締りの強化だけではなく、まず、検

挙者ひとりひとりの特性に応じた適切な予防措置を講じ、二度と飲酒運転を繰り返

させないことが重要である。また、飲食店等において、運転者に飲酒をさせないた

めの取組を進めることも不可欠である。 

もはや、私たちは、県民の生命と安全が日々脅かされている事態をこのまま看過

することはできない。 

よって、ここに、県民が飲酒運転に至る経緯を見据えた適切な対策を講じるととも

に、飲酒運転撲滅のための施策を総合的かつ計画的に推進することにより、飲酒運

転のない、県民が安心して暮らせる社会を実現するため、この条例を制定する。 
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【目的】 

大分県 宮城県 山形県 沖縄県 福岡県 

（目的） 

第一条 この条例は、飲

酒運転根絶のための

措置を講じ、県、県民

及び事業者が一体と

なって、飲酒運転根絶

の活動を推進するこ

とにより、飲酒運転の

ない安全で安心して

暮らすことができる

県民生活の実現を図

ることを目的とする。 

（目的） 

第一条 この条例は、飲

酒運転を根絶するた

めに必要な措置を講

ずることにより、県、

市町村及び県民等（県

民、事業者等及び事業

者団体をいう。以下同

じ。）が一体となって

飲酒運転の根絶のた

めの活動を推進し、も

って安全で平穏な県

民生活の実現に寄与

することを目的とす

る。 

（目的） 

第１条 この条例は、飲

酒運転を撲滅するた

め、県民の意識の高揚

を図り、県、県民及び

事業者が一体となっ

た取組を推進するこ

とにより、飲酒運転の

ない安全で安心な県

民生活の実現に寄与

することを目的とす

る。 
 

（目的） 

第１条 この条例は、飲

酒運転を根絶するた

めに必要な措置を講

ずることにより、県及

び県民等（県民、事業

者等及び事業者団体

をいう。以下同じ。）

が一体となって飲酒

運転の根絶を図り、も

って飲酒運転のない

安全で安心な県民生

活を実現することを

目的とする。 

（目的） 

第一条 この条例は、

県、市町村、関係機関

及び団体が連携し、県

民と一丸となって飲

酒運転撲滅運動を推

進するため必要な事

項を定めることによ

り、飲酒運転は絶対し

ない、させない、許さ

ないという県民意識

及び社会風土を定着

させ、もって県民の生

命と安全を守ること

を目的とする。 
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【定義】 
大分県 宮城県 山形県 沖縄県 福岡県 

（定義） 
第二条 この条例におい

て次の各号に掲げる用
語の意義は、それぞれ当
該各号に定めるところ
による。 
一 自動車等 道路交

通法（昭和三十五年法
律第百五号）第二条第
一項第九号に規定す
る自動車、同項第十号
に規定する原動機付
自転車及び同項第十
一号の二に規定する
自転車をいう。 

二 飲酒運転 酒気を
帯びて自動車等を運
転する行為をいう。 

三 事業者 県内で事
業を営む個人、法人そ
の他の団体をいう。 

 

（定義） 
第二条 この条例におい
て、次の各号に掲げる用
語の意義は、当該各号に
定めるところによる。 
一 飲酒運転 アルコ
ールの摂取量にかか
わらず、酒気を帯びた
者が自動車を運転す
る行為をいう。 

二 自動車等 道路交
通法（昭和三十五年法
律第百五号。以下「法」
という。）第二条第一
項第九号に規定する
自動車及び同項第十
号に規定する原動機
付自転車をいう。 

三 事業者等 法人そ
の他の団体及び個人
で県内で事業等を行
うものをいう。 

四 事業者団体 事業
者等としての共通の
利益を増進すること
を主たる目的とする
二以上の事業者等で

（定義） 
第２条 この条例におい

て、次の各号に掲げる用
語の意義は、当該各号に
定めるところによる。 
（１） 飲酒運転 酒気

を帯びた者が道路
交通法（昭和３５年
法律第１０５号）第
２条第１項第９号
に規定する自動車、
同項第１０号に規
定する原動機付自
転車及び同項第１
１号に規定する自
転車等の軽車両（以
下「自動車等」とい
う。）を運転する行
為をいう。 

（２） 事業者 県内で
事業を営む個人及
び法人その他の団
体をいう。 

 

（定義） 
第２条 この条例におい

て、次の各号に掲げる用
語の意義は、それぞれ当
該各号に定めるところ
による。 

（１） 県民 県内に居住
する者及び滞在する
者すべてをいう。 

（２） 事業者等 法人そ
の他の団体及び個人
で県内において運輸
業、建設業、交通安全
協会、町内会、駐車場
その他の事業を行う
ものをいう。 

（３） 事業者団体 事業
者等としての共通の
利益を増進すること
を主たる目的とする
２以上の事業者等で
構成された法人その
他の団体をいう。 

（４） 自動車等 道路交
通法（昭和３５年法律
第１０５号）第２条第
１項第９号に規定す

（定義） 
第二条 この条例におい
て、次の各号に掲げる用
語の意義は、それぞれ当
該各号に定めるところ
による。 
一 県職員 県の執行
機関及び議会（以下
「県の機関」という。）
の事務を補助する職
員で、地方公務員法
（昭和二十五年法律
第二百六十一号）第三
条第二項に規定する
一般職に属する職員
をいう。 

二 管理監督者 県職
員のうち、部下の職員
を管理監督する地位
にある職員で、係長又
は係長相当職以上の
職にある者をいう。 

三 車両 道路交通法
（昭和三十五年法律
第百五号）第二条第一
項第九号に規定する
自動車、同項第十号に
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構成された法人その
他の団体をいう。 

 

る自動車、同項第１０
号に規定する原動機
付自転車及び同項第
１１号の２に規定す
る自転車をいう。 

（５） 飲酒運転 酒気を
帯びて自動車等を運
転する行為をいう。 

 

規定する原動機付自
転車及び同項第十一
号の二に規定する自
転車をいう。 

四 飲酒運転 酒気を
帯びて車両を運転す
る行為をいう。 

五 事業者 県内で事
業を営む個人又は法
人その他の団体をい
う。 

六 飲食店営業者 営
業の形態にかかわら
ず、店舗その他の設備
（以下「飲食店等」と
いう。）において酒類
を提供して飲食させ
る営業（以下「飲食店
営業」という。）を行
う者（当該飲食店等の
責任者を含む。）をい
う。 

七  飲食店営業者等 
飲食店営業者及び当
該飲食店営業に従事
する者をいう。 

八 酒類販売業者 酒
税法（昭和二十八年法
律第六号）第九条第一
項に規定する販売業
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免許を受けて酒類を
販売する者をいう。 

九  駐車場所有者等 
駐車場法（昭和三十二
年法律第百六号）第二
条第一号に規定する
路上駐車場及び同条
第二号に規定する路
外駐車場（以下「駐車
場」と総称する。）を
所有又は管理する者
をいう。 

十 特定事業者 飲食
店営業者、酒類販売業
者及び駐車場所有者
等をいう。 
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【県の責務】 

大分県 宮城県 山形県 沖縄県 福岡県 

（県の責務） 

第三条 県は、飲酒運転根

絶に関する知識の普及

及び意識の高揚その他

飲酒運転根絶に関する

総合的な施策を実施す

る責務を有する。 

２ 県は、前項の施策を推

進するため、次の各号の

事項を定めた基本方針

を策定するものとする。 

一 飲酒運転根絶に関

する県民及び事業者

への啓発及び意識の

高揚に関する事項 

二 飲酒運転を防止す

る社会環境の整備に

関する事項 

三 その他飲酒運転根

絶に関して必要な事

項３ 県は、県民及び

事業者等と連携して

施策を推進するため

（県の責務） 

第三条 県は、飲酒運転の

根絶に関する総合的な

施策を策定し、及び実施

する責務を有する。 

２ 県は、前項の施策の推

進に当たっては市町村

との連携に努めるとと

もに、市町村がその地域

の実情に応じた飲酒運

転の根絶に関する施策

を実施するために必要

な協力及び支援を行う

よう努めるものとする。 

３ 県は、市町村及び県民

等と連携して第一項の

施策を推進するための

体制を整備するものと

する。 

（県の責務） 

第３条 県は、飲酒運転を

撲滅するための施策を

総合的かつ体系的に推

進する責務を有する。 

 

（県の責務） 

第３条 県は、交通安全対

策基本法（昭和４５年法

律第１１０号）第４条の

規定に基づき策定し、及

び実施する飲酒運転の

根絶に関する総合的な

施策の推進に当たって

は、市町村との連携に努

めるとともに、市町村が

その地域の実情に応じ

た飲酒運転の根絶に関

する施策を実施するた

めに必要な協力及び支

援を行うよう努めるも

のとする。 

（県の責務） 

第四条 県は、市町村、交

通行政に関わる国の機

関又は事業者、医療機

関、教育関係者、特定事

業者の団体その他飲酒

運転の撲滅に取り組む

諸団体との連携の下に、

飲酒運転の撲滅に向け

た施策を総合的に実施

するとともに、必要な措

置を講じるものとする。 

２ 県は、市町村、特定非

営利活動法人、地域の住

民団体等による飲酒運

転撲滅のための取組に

対し、必要に応じ、専門

家の派遣、研修の実施、

情報の提供その他の方

法により協力及び支援

を行うものとする。 
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の体制を整備すると

ともに、飲酒運転根絶

に向けた効果的な活

動を実施するものと

する。 

４ 県は、市町村に対し

て、必要に応じて施策へ

の協力を要請するもの

とする。 
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【市町村の責務・役割】 

大分県 宮城県 山形県 沖縄県 福岡県 

（県の責務） 

第三条 （略） 

２～３ （略） 

４ 県は、市町村に対し

て、必要に応じて施策

への協力を要請する

ものとする。 

（県の責務） 
第三条 （略） 
２ 県は、前項の施策の

推進に当たっては市

町村との連携に努め

るとともに、市町村が

その地域の実情に応

じた飲酒運転の根絶

に関する施策を実施

するために必要な協

力及び支援を行うよ

う努めるものとする。 
３ 県は、市町村及び県

民等と連携して第一

項の施策を推進する

ための体制を整備す

るものとする。 

（行政の役割） 
第７条 県は、県民及び

事業者の飲酒運転の

撲滅に向けた主体的

な活動を促進すると

ともに、飲酒運転の撲

滅のための施策の推

進に当たって、関係団

体及び市町村と十分

な連携を図るものと

する。 
２ 市町村は、住民に最

も身近な地方公共団

体として、家庭や地域

における飲酒運転の

撲滅のための取組を

一層促進するととも

に、当該市町村区域内

の実情に応じた飲酒

運転の撲滅のための

施策を実施するよう

努めるものとする。 

（県の責務） 

第３条 県は、交通安全

対策基本法（昭和４５

年法律第１１０号）第

４条の規定に基づき

策定し、及び実施する

飲酒運転の根絶に関

する総合的な施策の

推進に当たっては、市

町村との連携に努め

るとともに、市町村が

その地域の実情に応

じた飲酒運転の根絶

に関する施策を実施

するために必要な協

力及び支援を行うよ

う努めるものとする。 

（市町村の責務） 

第五条 市町村は、県と

ともに、住民の生命と

安全の確保について

重大な責務を負うも

のであることを踏ま

え、自主的に飲酒運転

の撲滅に取り組み、か

つ、県の施策に協力す

るよう努めるものと

する。 

２ 市町村は、当該市町

村の住民による飲酒

運転撲滅の取組に対

し、必要な支援を行う

よう努めるものとす

る。 
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【公職者の率先垂範】 

山形県 沖縄県 福岡県 

（公職にある者の率先垂範） 

第４条 公職にある者（公職選挙法（昭和

２５年法律第１００号）第３条に規定す

る者をいう。）及びこれに準ずる者は、

自らの行動を厳しく律し、県民に範を示

すべき立場を深く自覚し、飲酒運転をし

ない、させない、許さないという強固な

決意をもって、飲酒運転の撲滅に率先し

て取り組むものとする。 
 

（公職にある者の率先垂範） 

第４条 公職にある者（公職選挙法（昭和

２５年法律第１００号）第３条に規定す

る者及び地方公務員法（昭和２５年法律

第２６１号）第２条に規定する沖縄県職

員をいう。）は、自らの行動を厳しく律

し、県民に範を示すべき立場を深く自覚

し、飲酒運転をしない、させない、許さ

ないという強固な決意をもって、飲酒運

転の根絶に率先して取り組むものとす

る。 

（率先垂範） 

第三条 知事、県議会議員その他福岡県の

特別職に属する者及び県職員は、自らの

行動を厳しく律し、県民に範を示すべき

立場を深く自覚するとともに、飲酒運転

は絶対しない、させない、許さないとい

う固い決意をもって、飲酒運転の撲滅に

率先して取り組むものとする。 

２ 前項の規定に反し飲酒運転を行った

者は、その行為が飲酒運転撲滅に向けた

県民の努力及び本県の名誉を著しく毀

損するものであることを自覚し、本県へ

の信頼を回復するよう適切に行動する

ものとする。 
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【県民の責務・役割】 

大分県 宮城県 山形県 沖縄県 福岡県 

（県民の責務） 

第四条 県民は、県が実施

する飲酒運転根絶に関

する施策への協力に努

めるものとする。 

２ 県民は、飲酒による危

険な運転行為を発見し

たときは、警察官への通

報などの措置を講ずる

よう努めるものとする。 

 

（県民の責務） 

第四条 県民は、飲酒運転

の根絶のためには、県民

一人一人の自覚が重要

であることを認識する

とともに、その日常生活

において、次に掲げる事

項を実践しなければな

らない。 

一 飲酒運転をしない

こと。 

二 飲酒運転をさせな

いこと。 

三 酒気を帯びた者が

運転する自動車等に

同乗しないこと。 

２ 県民は、県及び市町村

が実施する飲酒運転の

根絶に関する施策に協

力するよう努めるもの

とする。 

３ 県民は、飲酒運転をし

ている者又は飲酒運転

をしている疑いのある

（県民の役割） 

第５条 県民は、飲酒運転

が運転者の正常な判断

を誤らせ、重大事故の原

因となるものであるこ

とを自覚し、日頃から一

人ひとりが飲酒運転を

しない、させないという

強い意思をもって、家庭

や地域において飲酒運

転の撲滅に自主的に取

り組むものとする。 

２ 県民は、県及び市町村

の飲酒運転の撲滅のた

めの取組に協力するよ

う努めるものとする。 

 

（県民の責務） 

第５条 県民は、飲酒が自

動車等の正常な運転に

影響を及ぼし、重大な交

通事故の原因となるこ

とを自覚し、日頃から一

人一人が飲酒運転をし

ない、させない、許さな

いという強い意志を持

って、家庭や地域、職場

の日常生活及び活動に

おいて飲酒運転を根絶

するための取組に努め

るものとする。 

２ 県民は、県又は事業者

等若しくは事業者団体

が実施する飲酒運転の

根絶に関する施策又は

取組に協力するよう努

めるものとする。 

３ 県民は、飲酒運転をし

ている者又は飲酒運転

をすることになるおそ

れのある者に対し、飲酒

（県民の責務） 

第七条 車両の運転を行

う県民は、飲酒が車両の

正常な運転を妨げ、重大

な事故の原因となるも

のであることを自覚し、

日常生活において次の

事項を厳守しなければ

ならない。 

一 車両を運転する必

要があり、又は必要と

なることが見込まれ

るときは、飲酒しない

こと。 

二 アルコールが身体

に及ぼす影響につい

て正しく理解するよ

うに努め、飲酒したと

きは、その影響がなく

なるまで、いかなる理

由があっても車両を

運転しないこと。 

三 アルコール依存症

であるとき又は常習
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者を発見した場合には、

その旨を警察官に通報

する等状況に応じた適

切な措置を講ずるよう

努めるものとする。 

 

運転をしないよう声か

けをするなど状況に応

じた適切な対応を講ず

るよう努めるものとす

る。 

 

飲酒、大量飲酒等の不

適切な飲酒行動（以下

「問題飲酒行動」とい

う。）があるときは、

飲酒運転を防止する

ため、治療又は問題飲

酒行動の是正に努め

ること。 

２ 県民は、飲酒運転はし

ない、させない、許さな

いことが県民共通の願

いであり、責務であるこ

とを自覚し、家族又は知

人が飲酒運転を行うお

それがあると認めたと

きは、これを阻止するた

め、声かけ、確認、注意

等、所要の措置を講じる

よう努めるものとする。 

３ 県民は、家族又は知人

が飲酒運転を現に行お

うとし、又は行ったとき

は、事故を防止するた

め、警察官に通報又は相

談するよう努めるもの

とする。 
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【事業者の責務・役割】 

大分県 宮城県 山形県 沖縄県 福岡県 

（事業者の責務） 

第五条 事業者は、事業

に使用する自動車等

の運行に当たり、飲酒

運転根絶に関し必要

な措置を講ずるとと

もに、安全運行の確保

に努めるものとする。 

２ 事業者は、従業員に

対し、飲酒運転防止の

ための教育及び指導

を行うとともに、その

他の必要な措置を講

ずるものとする。 

３ 酒類を提供する飲

食店を営む者及び酒

類の製造又は販売を

業とする者は、店内に

飲酒運転の防止を呼

（事業者等及び事業者

団体の責務） 

第五条 事業者等及び

事業者団体は、その事

業の用に供する自動

車等の運行に当たり、

運転者が酒気を帯び

ていないことを確認

する等飲酒運転を防

止するために必要な

措置を講ずるよう努

めるものとする。 

２ 事業者等及び事業

者団体は、その従業員

に対し、飲酒運転の根

絶に関する教育、指導

その他必要な措置を

講ずるよう努めるも

のとする。 

（事業者の役割） 

第６条 事業者は、日頃

から飲酒運転をしな

い、させない、許さな

いことを徹底し、従業

員等に対し、飲酒運転

の撲滅のための教育、

指導その他必要な措

置を講ずるよう努め

るものとする。 

２ 事業者は、県及び市

町村の飲酒運転の撲

滅のための取組に協

力するよう努めるも

のとする。 
 

（事業者等及び事業者

団体の責務） 

第６条 事業者等及び

事業者団体は、その事

業の用に供する自動

車等の運行に当たり、

運転者が酒気を帯び

ていないことを確認

するなど飲酒運転を

防止するために必要

な措置を講ずるよう

努めるものとする。 

２ 事業者等及び事業

者団体は、その従業員

に対し、飲酒運転の根

絶に関する教育、指導

その他必要な措置を

講ずるよう努めるも

のとする。 

（事業者の責務等） 

第十六条 事業者は、県

の機関に準じて第十

三条に定める措置を

講じるよう努めると

ともに、県及び市町村

が実施する飲酒運転

撲滅のための取組に

協力するよう努める

ものとする。 

２ 公安委員会は、違反

者の飲酒運転が通勤

又は通学の途上であ

ったときは、違反者の

通勤先又は通学先で

ある事業者にその旨

を通知することがで

きる。 

３ 前項の通知を受け
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びかける文書を掲示

する等飲酒運転を防

止するために必要な

措置を講ずるよう努

めるものとする。 

３ 事業者団体は、その

団体を構成する事業

者等に対し、飲酒運転

の根絶に関する啓発

その他必要な措置を

講ずるよう努めるも

のとする。 

４ 事業者等及び事業

者団体は、県及び市町

村が実施する飲酒運

転の根絶に関する施

策に協力するよう努

めるものとする。 

３ 事業者団体は、その

団体を構成する事業

者等に対し、飲酒運転

の根絶に関する啓発

その他必要な措置を

講ずるよう努めるも

のとする。 

４ 事業者等及び事業

者団体は、県が実施す

る飲酒運転の根絶に

関する施策又は取組

に協力するよう努め

るものとする。 

た事業者は、当該違反

者が再び飲酒運転を

することがないよう、

第十三条に定める措

置に準じた措置を講

じなければならない。 
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【飲食店業者の責務】 

大分県 宮城県 山形県 沖縄県 福岡県 

（事業者の責務） 

第五条 （略） 

２ （略） 

３ 酒類を提供する飲食

店を営む者及び酒類の

製造又は販売を業とす

る者は、店内に飲酒運転

の防止を呼びかける文

書を掲示する等飲酒運

転を防止するために必

要な措置を講ずるよう

努めるものとする。 

（飲食店営業者等の責

務） 

第六条 飲食店営業者等

（営業の形態にかかわ

らず、設備を設け酒類を

提供して飲食させる営

業を行う者及びその業

務に従事する者をいう。

以下同じ。）は、飲酒運

転をすることとなるお

それがある者に対し、酒

類を提供してはならな

い。 

２ 飲食店営業者等は、酒

気を帯びた客が自動車

等を運転することとな

るおそれがあるときは、

これを防止するために

必要な措置を講じなけ

ればならない。 

３ 飲食店営業者等は、客

の見やすい場所に飲食

運転の防止を呼びかけ

る文書等を掲示する等

（特定の事業者の努力

義務） 

第９条 （略） 

２ 酒類を提供する飲食

店を営む者、酒類販売業

者その他の酒類を取り

扱う者及び駐車場法（昭

和３２年法律第１０６

号）第２条第２号に規定

する路外駐車場で有料

のものを所有し、又は管

理する者は、利用者に見

えやすい場所に飲酒運

転の撲滅を呼びかける

文書等を掲示する等、飲

酒運転の撲滅のために

必要な措置を講ずるよ

う努めるものとする。 

３ （略） 

 

（飲食店営業者等の責

務） 

第７条 飲食店営業者等

（営業の形態にかかわ

らず、設備を設け酒類を

提供して飲食させる営

業を行う者及びその業

務に従事する者をいう。

以下同じ。）は、県又は

事業者等若しくは事業

者団体が実施する飲酒

運転の根絶に関する施

策又は取組に協力する

よう努めるものとする。 

２ 飲食店営業者等は、酒

気を帯びた客が自動車

等を運転することにな

るおそれがあるときは、

飲酒運転をしないよう

声かけをするなど状況

に応じた適切な対応を

講ずるよう努めるもの

とする。 

３ 飲食店営業者等は、客

（飲食店営業者等の責

務） 

第十八条 飲食店営業者

は、県、市町村等が提供

する飲酒運転撲滅に関

する立て看板、ステッカ

ー、ポスター等（以下「啓

発文書」という。）を各

飲食店等の来店者によ

く見える場所に掲示す

るとともに、当該飲食店

等では車両を運転する

者には酒類を提供しな

い旨を全ての来店者に

見える方法で表示する

よう努めるものとする。 

２ 駐車場を設置する飲

食店等において、飲食店

営業者等は、車両利用の

来店者の飲酒運転を防

止するため、次の各号に

規定する措置を講じる

よう努めるものとする。 

一 酒類の提供を求め
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飲食運転を防止するた

めに必要な措置を講ず

るよう努めなければな

らない。 

 

の見やすい場所に飲酒

運転の防止を呼びかけ

る文書等を掲示するな

ど飲酒運転を防止する

ために必要な措置を講

ずるよう努めるものと

する。 

 

る来店者に車両利用

の有無を確認するこ

と。 

二 前号の来店者が車

両利用であったとき

は、次の例により対応

すること。 

イ 来店者が単独の場

合には運転代行の利

用その他帰宅の方法

の申告を求め、申告

がないときは酒類を

提供しないこと。 

ロ 来店者が複数人の

場合には帰宅時の運

転者の申告を求め、

申告がないときは全

員に対し、申告され

たときは申告された

当該運転者に対して

酒類を提供しないこ

と。 

三 飲酒した来店者が

退店するときは、前号

の措置で申告された

方法が履行されるこ
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との確認、自動車運転

代行業の業務の適正

化に関する法律（平成

十三年法律第五十七

号）第二条第二項に規

定する自動車運転代

行業者（以下「運転代

行業者」という。）の

紹介等の方法により、

飲酒した来店者が車

両を運転することを

防止すること。 

四 設置した駐車場に

ついては、第二十三条

の規定の例により管

理すること。 
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【酒類販売者の責務】 

大分県 山形県 福岡県 

（事業者の責務） 

第五条 （略） 

２ （略） 

３ 酒類を提供する飲食店を営む者及び

酒類の製造又は販売を業とする者は、店

内に飲酒運転の防止を呼びかける文書

を掲示する等飲酒運転を防止するため

に必要な措置を講ずるよう努めるもの

とする。 

（特定の事業者の努力義務） 

第９条 （略） 

２ 酒類を提供する飲食店を営む者、酒類

販売業者その他の酒類を取り扱う者及

び駐車場法（昭和３２年法律第１０６

号）第２条第２号に規定する路外駐車場

で有料のものを所有し、又は管理する者

は、利用者に見えやすい場所に飲酒運転

の撲滅を呼びかける文書等を掲示する

等、飲酒運転の撲滅のために必要な措置

を講ずるよう努めるものとする。 

３ （略） 

（酒類販売業者等の責務） 

第二十二条 酒類販売業者及びその店舗

等の責任者は、来店者又は利用者によく

見える場所に啓発文書を掲示するよう

努めるものとする。 
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【駐車場所有者の責務】 

宮城県 山形県 沖縄県 福岡県 

（駐車場所有者等の責務） 

第七条 駐車場（駐車場法（昭

和三十二年法律第百六号）第

二条第一号に規定する路上

駐車場及び同条第二号に規

定する路外駐車場をいう。以

下同じ。）を所有し、又は管

理する者は、駐車場の利用者

の見やすい場所に飲酒運転

の防止を呼びかける文書等

を掲示する等飲酒運転を防

止するために必要な措置を

講ずるよう努めるものとす

る。 

 

（特定の事業者の努力義務） 

第９条 （略） 

２ 酒類を提供する飲食店を

営む者、酒類販売業者その他

の酒類を取り扱う者及び駐

車場法（昭和３２年法律第１

０６号）第２条第２号に規定

する路外駐車場で有料のも

のを所有し、又は管理する者

は、利用者に見えやすい場所

に飲酒運転の撲滅を呼びか

ける文書等を掲示する等、飲

酒運転の撲滅のために必要

な措置を講ずるよう努める

ものとする。 

３ （略） 

（駐車場所有者等の責務） 

第８条 駐車場（駐車場法（昭

和３２年法律第１０６号）第

２条第１号に規定する路上

駐車場及び同条第２号に規

定する路外駐車場をいう。以

下同じ。）を所有し、及び管

理する者は、駐車場の利用者

の見やすい場所に飲酒運転

の防止を呼びかける文書等

を掲示するなど飲酒運転を

防止するために必要な措置

を講ずるよう努めるものと

する。 

 

（駐車場所有者等の責務） 

第二十三条 駐車場所有者等

は、全ての利用者からよく見

える場所に啓発文書を掲示

するよう努めるものとする。 

２ 車両の出入りを管理する

従業員を置く駐車場の駐車

場所有者等は、当該従業員

に、飲酒の疑いがある利用者

には飲酒の有無を確認し、飲

酒していることが明らかな

利用者には運転代行業者の

利用を勧めるなど、利用者の

飲酒運転を阻止するため、所

要の措置を講じるよう努め

させるものとする。 
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【運送事業者の責務】 

山形県 福岡県 

（特定の事業者の努力義務） 

第９条 （略） 

２ （略） 

３ タクシー事業者、自動車運転代行業者その他の飲酒運転を防

止する手段となり得る事業を営む者は、飲酒運転の撲滅に向

け、自らの事業の活用促進のための広報活動の充実などに努め

るものとする。 

（通報義務） 

第二十四条 特定事業者及びその業務に従事する者並びにタク

シー業務適正化特別措置法（昭和四十五年法律第七十五号）第

二条第四項に規定するタクシー事業者又は運転代行業者が行

う業務に従事する者は、来店者、利用者等が飲酒運転をするお

それがあると認めるときは、これを制止し、飲酒運転を現認し

たときは警察官に通報しなければならない。 
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【基本方針】 
大分県 宮城県 沖縄県 福岡県 

（県の責務） 
第三条 （略） 
２ 県は、前項の施策を推進する

ため、次の各号の事項を定めた
基本方針を策定するものとす
る。 
一 飲酒運転根絶に関する県

民及び事業者への啓発及び
意識の高揚に関する事項 

二 飲酒運転を防止する社会
環境の整備に関する事項 

三 その他飲酒運転根絶に関
して必要な事項 

３～４ （略） 

（基本方針） 
第八条 県は、第三条第一項の飲

酒運転の根絶に関する総合的
な施策を推進するための基本
方針（以下「基本方針」という。）
を策定するものとする。 

２ 基本方針には、次の各号に掲
げる事項を定めるものとする。 
一 飲酒運転の根絶に関する

知識の普及及び意識の高揚
に関する事項 

二 第十五条第一項に規定す
る飲酒運転根絶重点区域の
指定及び同条第五項に規定
する活動の実施に関する事
項 

三 その他飲酒運転の根絶に
関して必要な事項 

３ 県は、基本方針を策定し、又
は変更したときは、これを公表
しなければならない。 

（基本方針） 
第９条 県は、第３条の飲酒運転

の根絶に関する総合的な施策
を推進するための基本方針（以
下「基本方針」という。）を策
定するものとする。 

２ 県は、基本方針を策定し、又
は変更したときは、これを公表
しなければならない。 

 

（飲酒運転撲滅連絡会議の設置等） 
第二十六条 （略） 
２ 連絡会議は、飲酒運転撲滅推進
総合計画を策定し、その実施に関
し必要な協議及び調整を行うも
のとする。 

３～４ （略） 
（飲酒運転撲滅推進総合計画） 

第二十七条 前条第二項に規定す
る飲酒運転撲滅推進総合計画に
は、この条例に別に定めるものの
ほか、次の各号に掲げる事項を定
めるものとする。 
一 連絡会議の構成及び連携体
制に関する事項 

二 対策医療センター等に関す
る事項 

三 第九条第一項の規定による
治療に関するプログラム、飲酒
行動是正プログラム、啓発プロ
グラムその他飲酒運転撲滅に
関する知識の普及、教育、啓発
等に関する事項 

四 その他飲酒運転の撲滅に関
する事項 

２ （略） 
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【知識の普及】 

大分県 宮城県 山形県 沖縄県 福岡県 

（県の責務） 

第三条 県は、飲酒運転

根絶に関する知識の

普及及び意識の高揚

その他飲酒運転根絶

に関する総合的な施

策を実施する責務を

有する。 

２～４ （略） 

（飲酒運転の根絶に関

する知識の普及等） 

第九条 県は、飲酒運転

の根絶に関する知識

の普及及び県民等の

意識の高揚を図るた

め、飲酒運転の根絶に

関する教育の推進、広

報活動の充実その他

必要な措置を講ずる

ものとする。 

（情報の提供等） 

第８条 県は、飲酒運転

の検挙者数及び事故

件数、県民及び事業者

の取組の状況その他

の飲酒運転の撲滅の

ための情報を積極的

に提供するとともに、

県民及び事業者が自

覚を持って飲酒運転

の撲滅に取り組める

よう、飲酒運転の撲滅

のための普及啓発活

動その他必要な措置

を講ずるものとする。 

（飲酒運転の根絶に関

する知識の普及等） 

第１０条 県は、基本方

針に基づき、飲酒運転

の根絶に関する知識

の普及及び県民等の

意識の高揚を図るた

め、飲酒運転の根絶に

関する教育の推進、広

報活動の充実その他

必要な措置を講ずる

ものとする。 

（飲酒運転撲滅推進総

合計画） 

第二十七条 前条第二

項に規定する飲酒運

転撲滅推進総合計画

には、この条例に別に

定めるもののほか、次

の各号に掲げる事項

を定めるものとする。 

一～二 （略） 

三 第九条第一項の規

定による治療に関す

るプログラム、飲酒

行動是正プログラ

ム、啓発プログラム

その他飲酒運転撲滅

に関する知識の普

及、教育、啓発等に

関する事項 

四 （略） 

２ （略） 
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【再発防止のための措置】 

宮城県 山形県 沖縄県 

（飲酒運転の再発防止のための指導等） 

第十条 県は、飲酒運転をした者に対し、

飲酒運転の再発防止のための指導、教育

その他必要な措置を講ずるものとする。 

２ 県は、飲酒運転をした者の家族等から

の相談に対して、飲酒運転の再発防止のた

めの助言その他必要な措置を講ずるもの

とする。 

（再発防止） 

第１０条 県は、飲酒運転の再発防止のた

めの指導、教育その他必要な措置を講ず

るものとする。 

 

（飲酒運転の再発防止のための指導等） 

第１１条 沖縄県公安委員会（以下「公安

委員会」という。）は、基本方針に基づ

き、飲酒運転の再発防止のため、飲酒運

転をした者に対し、指導、教育、指導書

の交付その他必要な措置を講ずるもの

とする。 

２ 公安委員会は、基本方針に基づき、飲

酒運転をした者が酒類を提供する飲食

店で飲酒後の飲酒運転であったことが

判明した場合には、飲酒運転をした者が

再度飲酒運転を行わないようにするた

め、当該酒類を提供した飲食店営業者等

に対して、指導書の交付その他必要な指

導を行うものとする。 

３ （略） 
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【相談、支援】 

大分県 宮城県 山形県 沖縄県 福岡県 

（飲酒運転の防止に関

する相談等） 

第六条 県は、飲酒運転

の防止に関する相談

及び飲酒運転に起因

する交通事故の被害

者等の相談に適切に

対応するとともに、必

要な措置を講ずるも

のとする。 

（被害者等に対する相

談支援体制の充実） 

第十四条 県は、飲酒運

転による交通事故の

被害者、その家族等か

らの相談に適切に対

応するため、相談支援

体制の充実を図るも

のとする。 

（被害者等の支援体

制） 

第１１条 県は、飲酒運

転による交通事故の

被害者、その家族等か

らの相談に応じるな

ど適切に対応するも

のとする。 

２ 県は、飲酒運転によ

る交通事故の被害者、

その家族等に対して

援助を行う団体の活

動が促進されるよう、

情報の提供等に十分

配慮するものとする。 

（飲酒運転の再発防止

のための措置） 

第１２条 県は、基本方

針に基づき、飲酒運転

をした者及びその家

族等からの相談に対

して、飲酒運転の再発

防止のための助言そ

の他必要な措置を講

ずるものとする。 

（被害者等の支援等） 

第三十四条 県は、飲酒

運転による交通事故

の被害者及びその家

族等（以下「被害者等」

という。）からの相談

に適切に対応するた

め、窓口の設置その他

の支援体制を整備す

るものとする。 

２ （略） 
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【情報提供】 
大分県 宮城県 山形県 沖縄県 福岡県 

（情報提供） 
第七条 県及び公安委員

会は、県民及び事業者等
に対し、飲酒運転防止に
関する情報の提供を行
うものとする。 

（情報提供） 
第十一条 公安委員会は、
飲酒運転の根絶のため
の市町村の施策及び事
業者等又は事業者団体
の活動を促進するため、
市町村長及び事業者等
又は事業者団体に対し
て、次の各号に掲げる情
報（特定の個人が識別さ
れる情報を除く。）を提
供することができる。 
一 市町村長に対して
は、法第百十七条の二
第一号又は第百十七
条の二の二第一号に
該当した住民の一定
区域ごとの数その他
飲酒運転根絶のため
の施策の実施に必要
な情報 

二 事業者等に対して
は、勤務時間中である
か否かにかかわらず
法第百十七条の二第
一号又は第百十七条
の二の二第一号に該

（情報の提供等） 
第８条 県は、飲酒運転の

検挙者数及び事故件数、
県民及び事業者の取組
の状況その他の飲酒運
転の撲滅のための情報
を積極的に提供すると
ともに、県民及び事業者
が自覚を持って飲酒運
転の撲滅に取り組める
よう、飲酒運転の撲滅の
ための普及啓発活動そ
の他必要な措置を講ず
るものとする。 
（被害者等の支援体制） 

第１１条 （略） 
２ 県は、飲酒運転による

交通事故の被害者、その
家族等に対して援助を
行う団体の活動が促進
されるよう、情報の提供
等に十分配慮するもの
とする。 

（情報提供） 
第１３条 公安委員会は、

基本方針に基づき、飲酒
運転の根絶のための市
町村の施策及び事業者
等又は事業者団体によ
る自主的な活動を促進
するため、次の各号に掲
げる飲酒運転に関する
情報を市町村の区域別
に作成し、インターネッ
トの利用その他の適切
な方法により、公表する
ことができる。 

（１） 飲酒運転による交
通事故の発生件数（３か
月ごとの発生件数をい
う。） 

（２） 飲酒運転違反者の
人数（３か月ごとの違反
者数をいう。） 

２ 公安委員会は、前項の
規定により公表した情
報に関し、市町村又は事
業者等若しくは事業者
団体から、提供するよう
求めがあったときは、前

（県の責務） 
第四条 （略） 
２ 県は、市町村、特定非
営利活動法人、地域の住
民団体等による飲酒運
転撲滅のための取組に
対し、必要に応じ、専門
家の派遣、研修の実施、
情報の提供その他の方
法により協力及び支援
を行うものとする。 
（知事及び公安委員会
の相互協力） 

第十一条 公安委員会は、
知事が第八条から前条
までの規定に基づく事
務を遂行する上で必要
となる違反者情報の提
供その他の協力を行う
ものとし、知事は、当該
事務の遂行状況に関す
る情報を公安委員会に
提供するものとする。 

２ 前項に規定するもの
のほか、知事及び公安委
員会は、この条例の規定
に基づく措置の実施に
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当した従業員の数 
三 事業者団体に対し
ては、当該事業者団体
を構成する事業者等
の従業員であって、勤
務時間中であるか否
かにかかわらず法第
百十七条の二第一号
又は第百十七条の二
の二第一号に該当し
たものの総数 

２ 前項の規定による情
報の提供における具体
的な区域、時期及び方法
については、公安委員会
規則で定める。 

項各号に掲げる情報を
これらのものに提供す
ることができる。 
（取組状況の公表） 

第１６条 県は、基本方針
に基づき、飲酒運転の根
絶に関する施策の取組
状況、効果等について、
インターネットの利用
その他の方法により公
表するものとする。 

関し緊密な連携を保ち、
相互に協力するものと
する。 
（事業者の責務等） 

第十六条 （略） 
２ 公安委員会は、違反者
の飲酒運転が通勤又は
通学の途上であったと
きは、違反者の通勤先又
は通学先である事業者
にその旨を通知するこ
とができる。 

３ （略） 
（飲酒運転撲滅宣言企
業） 

第十七条 （略） 
２～３ （略） 
４ 知事は、県が発注する
請負、委託、物品の納入
又は役務の提供に関す
る契約の相手方で、その
業務上車両を利用する
者に対し、前三項の規定
の趣旨を説明するとと
もに、飲酒運転撲滅推進
計画の策定に関し必要
な情報の提供等に努め
るものとする。 
（情報提供） 

第三十条 公安委員会は、
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連絡会議の構成員の求
めに応じ、飲酒運転の検
挙者数、事故件数及びこ
れらの地域又は職域ご
との内訳等、飲酒運転撲
滅のための施策に関し
必要な情報を積極的に
提供するよう努めるも
のとする。 
（被害者等の支援等） 

第三十四条 （略） 
２ 県は、飲酒運転の撲滅
のための取組及び措置
に被害者等が参加でき
るよう配慮するととも
に、被害者等に対して支
援を行う団体の活動が
促進されるよう、必要な
情報の提供に努めるも
のとする。 
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【体制整備】 

大分県 宮城県 沖縄県 福岡県 

（県の責務） 

第三条 （略） 

２ （略） 

３ 県は、県民及び事業者等と

連携して施策を推進するた

めの体制を整備するととも

に、飲酒運転根絶に向けた効

果的な活動を実施するもの

とする。 

４ （略） 

 

（県の責務） 

第三条 （略） 

2 （略） 

3 県は、市町村及び県民等と

連携して第一項の施策を推

進するための体制を整備す

るものとする。 

 

（体制の整備） 

第１５条 県は、基本方針に基

づき、飲酒運転の根絶につい

て県民等の関心と理解を深

める活動を推進するための

体制を整備するものとする。 

（飲酒運転撲滅推進総合計

画） 

第二十七条 前条第二項に規

定する飲酒運転撲滅推進総

合計画には、この条例に別に

定めるもののほか、次の各号

に掲げる事項を定めるもの

とする。 

一 連絡会議の構成及び連携

体制に関する事項 

二～四 （略） 

２ （略） 
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【運動の日】 

大分県 宮城県 山形県 福岡県 

（飲酒運転根絶県民運動の

日） 

第八条 飲酒運転根絶県民運

動の日は、毎月二十日とし、

県は、市町村、県民及び事業

者等と連携し、飲酒運転根絶

を図るために必要な施策を

推進するものとする。 

（飲酒運転根絶の日等） 

第十二条 県民等が飲酒運転

の根絶について関心と理解

を深めるとともに、飲酒運転

の根絶に関する活動を促進

するため、飲酒運転根絶の日

及び飲酒運転根絶運動の日

を設ける。 

２ 飲酒運転根絶の日は、五月

二十二日とし、県、市町村及

び県民等が一体となって、飲

酒運転の根絶についての関

心と理解を深める取組を行

うものとする。 

３ 飲酒運転根絶運動の日は、

毎月二十二日とし、県、市町

村及び県民等が一体となっ

て、飲酒運転の根絶のための

取組を行うものとする。 

（飲酒運転の根絶運動の日） 

第１４条 県は、基本方針に基

づき、飲酒運転の根絶運動の

日を毎月１日と定め、県民等

と連携し、飲酒運転の根絶の

ための必要な施策を推進す

るものとする。 

 

（飲酒運転撲滅の日及び撲滅

週間） 

第三十三条 県は、飲酒運転撲

滅運動の推進について県民

の関心と理解を深めるため

に飲酒運転撲滅の日及び撲

滅週間を設け、飲酒運転撲滅

推進総合計画に定めるとこ

ろにより、その趣旨にふさわ

しい取組を実施するものと

する。 
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【表彰】 

大分県 宮城県 沖縄県 

（表彰） 

第九条 県は、飲酒運転根絶の取組に関し

顕著な功労があったものを表彰するも

のとする。 

 

（表彰） 

第十六条 知事は、飲酒運転の根絶に関し

て特に功績があると認められる県民等

に対し、表彰を行うことができる。 

 

（表彰） 

第三十二条 知事は、飲酒運転撲滅活動に

関して特に優れた取組を行い、又は特に

顕著な功績があったものを表彰するこ

とができる。 
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【委任規定】 

大分県 宮城県 沖縄県 福岡県 

（委任） 

第十条 この条例に定めるも

ののほか、この条例の施行に

関し必要な事項は、規則で定

める。 

（委任） 

第十七条 この条例に定める

もののほか、この条例の施行に

関し必要な事項は、公安委員会

規則で定める。 

（委任） 

第１７条 この条例に定める

もののほか、この条例の施行

に関し必要な事項は、知事及

び公安委員会規則で定める。 

（規則への委任） 

第三十六条 この条例に定め

るもののほか、この条例の施

行に関し必要な事項は、知

事、公安委員会又は教育委員

会の規則で定める。 
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【文書等の掲示】 

大分県 宮城県 山形県 沖縄県 福岡県 

（事業者の責務） 

第五条 （略）。 

２ （略） 

３ 酒類を提供する飲

食店を営む者及び酒

類の製造又は販売を

業とする者は、店内に

飲酒運転の防止を呼

びかける文書を掲示

する等飲酒運転を防

止するために必要な

措置を講ずるよう努

めるものとする。 

（飲食店営業者等の責

務) 

第六条 （略） 

2 （略） 

3 飲食店営業者等は、

客の見やすい場所に

飲食運転の防止を呼

びかける文書等を掲

示する等飲食運転を

防止するために必要

な措置を講ずるよう

努めなければならな

い。 

(駐車場所有者等の責

務) 

第七条 駐車場(駐車場

法(昭和三十二年法律

第百六号)第二条第一

号に規定する路上駐

（特定の事業者の努力

義務） 

第９条 （略） 

２ 酒類を提供する飲

食店を営む者、酒類販

売業者その他の酒類

を取り扱う者及び駐

車場法（昭和３２年法

律第１０６号）第２条

第２号に規定する路

外駐車場で有料のも

のを所有し、又は管理

する者は、利用者に見

えやすい場所に飲酒

運転の撲滅を呼びか

ける文書等を掲示す

る等、飲酒運転の撲滅

のために必要な措置

を講ずるよう努める

（飲食店営業者等の責

務） 

第７条 （略） 

２ （略） 

３ 飲食店営業者等は、

客の見やすい場所に

飲酒運転の防止を呼

びかける文書等を掲

示するなど飲酒運転

を防止するために必

要な措置を講ずるよ

う努めるものとする。 

（駐車場所有者等の責

務） 

第８条 駐車場（駐車場

法（昭和３２年法律第

１０６号）第２条第１

号に規定する路上駐

車場及び同条第２号

（飲食店営業者等の責

務） 

第十八条 飲食店営業

者は、県、市町村等が

提供する飲酒運転撲

滅に関する立て看板、

ステッカー、ポスター

等（以下「啓発文書」

という。）を各飲食店

等の来店者によく見

える場所に掲示する

とともに、当該飲食店

等では車両を運転す

る者には酒類を提供

しない旨を全ての来

店者に見える方法で

表示するよう努める

ものとする。 

２～３ （略） 
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車場及び同条第二号

に規定する路外駐車

場をいう。以下同じ。)

を所有し、又は管理す

る者は、駐車場の利用

者の見やすい場所に

飲酒運転の防止を呼

びかける文書等を掲

示する等飲酒運転を

防止するために必要

な措置を講ずるよう

努めるものとする。 

ものとする。 
３ （略） 

に規定する路外駐車

場をいう。以下同じ。）

を所有し、及び管理す

る者は、駐車場の利用

者の見やすい場所に

飲酒運転の防止を呼

びかける文書等を掲

示するなど飲酒運転

を防止するために必

要な措置を講ずるよ

う努めるものとする。 

（酒類販売業者等の責

務） 

第二十二条 酒類販売

業者及びその店舗等

の責任者は、来店者又

は利用者によく見え

る場所に啓発文書を

掲示するよう努める

ものとする。 

（駐車場所有者等の責

務） 

第二十三条 駐車場所

有者等は、全ての利用

者からよく見える場

所に啓発文書を掲示

するよう努めるもの

とする。 

２ （略） 
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各国の飲酒運転に関する状況 
 
 
◎各国の罰則対象となるアルコール量 
 

国 呼気 血液 

日本 0.15mg/l 0.3mg/ml 

スウェーデン 0.1mg/l 0.2mg/ml 

フランス 0.25mg/l 0.5mg/ml 

ドイツ 0.25mg/l 0.5mg/ml 

スペイン 0.25mg/l 0.5mg/ml 

イタリア  0.5mg/ml 

デンマーク  0.5mg/ml 

イギリス 0.35mg/l 0.8mg/ml 

アメリカ（ワシントンＤＣ） 0.38mg/l 0.8mg/ml 

ニュージーランド 0.4mg/l 0.8mg/ml 

オーストリア 0.8mg/l 1.6mg/ml 

 
参照：飲酒運転の防止等に対する取組の現状と課題 

警察庁交通局(平成 15 年 11 月調査) 
 

資料２ 
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◎各国の現状 
 

国名 現状 
アメリカ 米国において、飲酒運転規制値は血中アルコール濃度(BAC：単位を%とした場合)で、

乗用車 0.08%、商用車 0.04%、21 歳以下 0.0%となっている。なお、罰則が強化される
濃度は州によって異なる。 

2007 年の 41,059 の交通事故死者数のうち、飲酒運転による死亡者数は 15,387 人。
うち、BAC0.08%以上であった交通事故による交通事故死亡者数は12,998 人であった。 

オーストラ

リア 

豪州において、飲酒運転規制値は、血中アルコール濃度(BAC：単位を%とした場合）

で、乗用車 0.05%、商用車 0.02%、となっている。 
2005 年の交通事故死者数は 1,590 人であったが、飲酒運転死亡者数については、国

全体としての統計は存在していない。 
ヴィクトリア州においては、2004 年の交通死亡事故件数 312 件のうち、交通事故に

関わった者のいずれかが飲酒をしていた死亡事故の件数は 65 件であった。 
ニュー・サウス・ウェールズ州においては、2004 年の交通死亡事故件数 458 件のう

ち、アルコールが関係する事故は、78 件であり、不明であるのが 58 件であった。 
西オーストラリア州においては、2004 年の交通死亡事故件数 159 件のうち、運転手

から基準値(0.05%)を超えるアルコールが検出された死亡事故の件数は 32 件であっ
た。 

イギリス 英国において、飲酒運転規制値は血中アルコール濃度(BAC：単位を%とした場合)で、
0.08%となっている。 

2007 年の 2,946 人の交通事故死者数のうち、飲酒運転による死亡者数は 460 人で
あった。 

フランス フランスにおいて、飲酒運転規制値は血中アルコール濃度(BAC：単位を%とした場
合)で 0.05%（バスを除く。）となっている。バスに対する規制値は 0.02%である。なお、
0.08%を超えると、罰則が強化される。 

2006 年の交通事故死者数は 4,709 人であった。なお、ここ数年の死亡者数の 30-35%
が飲酒運転によるものとされる。 

ドイツ ドイツにおいて、飲酒運転規制値は血中アルコール濃度(BAC：単位を%とした場合)
で、0.05%となっている。 

2007 年の 5,076 人の交通事故死者数のうち、飲酒運転による死亡者数は 599 人であ
った。 

スウェーデ
ン 

スウェーデンにおいて、飲酒運転規定値は血中アルコール濃度(ＢＡＣ：単位を％と
した場合)で、0.02%となっている。 

2004 年の 480 人の交通事故死者数のうち、飲酒による交通事故死者数は全交通事故
死者数の約 25～30％となっている。 
他の国よりも、基準値が低いこと、街頭検査が多いことが特徴として挙げられる。 

血中アルコール濃度（BAC : Blood Alcohol Concentration） 

血液中におけるアルコールが含まれる重量濃度のことをいい、諸外国における飲酒運転規制の基準と

してもちいられている。単位は、(%)、(mg/ml=‰)等が用いられている。なお、我が国で用いられている

呼気中アルコール濃度（BrAC : Breath Alcohol Concentration）は、2000 倍異なり、例えば、呼気中ア

ルコール濃度が 0.15mg/l であるとした場合、対応する血中アルコール濃度は 0.03%又は 0.3mg/ml と
される。 

参照：平成２１年度常習飲酒運転者の飲酒運転行動抑止に関する調査研究報告書 
内閣府政策統括官（共生社会政策担当） 

財団法人日本自動車研究所 



三重県飲酒運転防止に関する条例検討会の経過及び予定表（案） 
 

（※・3月下旬採決 ・月 2回ペース ・パブリックコメント 1ヶ月 を想定） 

10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 
 

1 回 2 回 3 回 4 回 5 回 6 回 7 回  8 回 9 回  

正副座長選出 10/24           

他県の条例検討  11/14          

執行部からの現状に関する説明  11/14          

条例の大枠の設定（※1）            

条例の具体的内容の検討            

素案の作成            

素案に対する執行部からの意見聴取            

中間案に対するパブリックコメント            

検討会案の確定            

提出及び採決等（※2）            

 

 

 

※１ 例：理念条例、必須とする内容、重きを置くポイント、罰則の可否 等 
※２ ①全員協議会 ②最終条例案確定（9回） ③議長（事務局）へ提出＝議会へ提出 

④代表者会議・議会運営委員会での説明 ⑤上程・提案説明 
⑥原則として委員会へ付託 ⑦委員会で補充説明・質疑・採決 ⑧本会議で採決 

資料３ 


